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Ⅰ 津島市食物アレルギー対応の基本的な考え方 

 

１ 食物アレルギー対応の基本方針 

食物アレルギーを有する児童生徒を含めた全ての児童生徒が学校生活を安全・安心に、かつ、 

楽しく過ごせるよう、以下の５点を食物アレルギー対応の基本とし、学校に対して指導・支援 

を行います。 

 

 

２ 食物アレルギー対応のための基本的な流れ 

  食物アレルギー対応の基本的な流れについて市教育委員会では、既存の制度を活かしつつ文部科学

省の指針や県の対応の手引きを基に、市の基本的な方針を示しました。 

この方針を基に、実際の食物アレルギー対応マニュアルを小学校新入生と在校生、中学校および中

間報告の４つのパターンにより図形化し表示します。 

 （１）小学校新入生用 

 （２）小学校在校生用 

 （３）中学生用 

 （４）中間報告 新規（年度途中）・変更・中止  

 

 

（１）学校における食物アレルギー対応は、市教育委員会及び学校において組

織的に行う。 

（２）児童生徒の食物アレルギーに対して、学校において管理を行う場合は、

「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」の提出を義務付ける。 

（３）緊急時の対応の体制づくりの為、医療・消防機関との連携等を図る。 

（４）教職員、児童生徒及び保護者に対し、食物アレルギーに関する知識の普及・

啓発を図る。 

（５）食物アレルギーを有する児童生徒にも「安全性」を最優先として学校給食

を提供する。 
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11 月～

1 月 

学校は、ア・オ・カについて、市教育委員会に申請する 

・アとオについては、「学校における食物アレルギー対応について」（様式８）

に記載の添付書類を付けて提出。併せて「一覧表」（様式 11）を市教育委員

会に提出する。 

・カについては、「食物アレルギー等による牛乳代金減額申請書」（様式Ｅ）

の学校記入欄に学校長名を記名し、学校長印を押印して提出する。 

学校は、就学時健診実施後速やかに、「食物アレルギー状況調査票」（様式１）を市教育委員会に提出する。学校は写しを保存する。 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・除去食対応・成分表配付の決定 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限内容の決定 

ウ 体育・部活動等の運動により食物アレルギーを誘発する恐れによる運動を制限する内容の決定 

エ 校外活動（宿泊含む）で何らかの対応の決定 

オ エピペンの保持に関する決定 

カ 牛乳欠飲の決定 

学校は、市食物アレルギー対応検討委員会で決定した内容を確認し承諾を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）・「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）

の決定内容を保護者に確認してもらい「個別の取組プラン」（様式６）に署名捺印し、

提出してもらう。 

・市教育委員会から通知された「食物アレルギー対応実施について」（様式９-２）・「食

物アレルギー等による牛乳代金減額の承認について」（様式Ｆ-２）を保護者へ渡す。 

 

学校は、保護者に決定内容を確認し承諾を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）・「緊急時個別対応マ

ニュアル」（様式７）の決定内容を保護者に確認してもらい「個

別の取組プラン」（様式６）署名捺印し、提出してもらう。 

 

学校は、イ・ウ・エ対応のみの場合について、決定結果を保護

者に確認・承諾 

市教育委員会は、就学時健診事前配布書類に、「食物アレルギー状況調査票」（様式１）及び保護者宛依頼文を同封し郵送 

小学校は、就学時健診実施時に、「食物アレルギー状況調査票」（様式１）を回収・確認 

① 小学校は、就学時健診実施時に、「食物アレルギー状況調査票」（様式１）を回収し、その場で記載

内容を確認し、学校における食物アレルギー対応を希望する場合は市教育委員会に報告する。 

② 市教育委員会は、就学時健診時に①で報告のあった学校における食物アレルギー対応を希望する保

護者とその内容を確認し必要書類を渡す。 

・「食物アレルギー状況調査票」（様式１）で、ア・イ・ウ・エ・オの対応を希望する場合（様式 1 の

問 5・6）は、様式１にある申請書類と保護者宛説明文を渡す。⇒配付した場合申請書類配付済みに

チェックする。 

・「食物アレルギー状況調査票」（様式１）で、カの対応を希望する場合（様式１の問７）は、「食物ア

レルギー等による牛乳代金減額申請書」（様式Ｅ）と保護者宛説明文を渡す。⇒配付した場合、様式

１にある牛乳代金減額申請書類配付済にチェックする。 

申請書類：学校生活管理指導表、様式２-１、様式３、様式４  

 

 

市教育委員会は、面談日程等の調整 

学校は、申請のあった保護者と面談 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催し、対応案を決定 

 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催 

 

（１）津島市食物アレルギー対応（小学校新入生用） 

市教育委員会は、食物アレルギーの対応を希望する保護者に 12 月中頃までに連絡し、面談の日時調整を学校と連携し行う。また、カのもの場合、 

提出された「食物アレルギー等による牛乳減額申請書」（様式Ｅ）により状況を保護者から聞き取り、内容を学校に伝え、同申請書を学校に渡す。 

学校は、申請のあった保護者と校内食物アレルギー対応委員会の委員を含めたメンバーと栄養教諭等と市教育委員会と共に、面談を行う。 

・学校は面談時に「面談記録票」(様式５)を記入し、「個別の取組プラン(案)」(様式６）、「緊急時個別対応マニュアル」(様式７)を作成する。 

・保護者は、面談時に申請書類を持参する。 

学校は、ア～オを含む対応について、決定案を市教育委員会に申請 

 

学校は、決定結果を確認、保護者へ通知 

 

学校は、決定結果を保護者へ確認・承諾 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催し、学校から出された対応案の内ア・

オについて検討し決定する。 

市教育委員会は、決定結果を学校に通知する。 

・アとオについては、「食物アレルギー対応実施について」（様式９-１、９-２） 

・カについては、「食物アレルギー等による牛乳代金減額の承認について」（様式Ｆ-１、Ｆ-２） 

 

 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催

し、全職員の共通理解を図る。 

 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催 

 

学校は、決定結果を保護者へ確認・承諾 

新年度開始 

９月 

10 月 

学校は、市教育委員会に「食物アレルギー状況調査票」（様式１）を提出 

就学時健診実施後速やかに、 

２月 

４月 

＜学校における食物アレルギー対応＞ 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・

除去食対応・成分表配付の対応 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限

対応 

ウ 体育・部活動等の運動により食物ア

レルギーを誘発する恐れによる制限対

応 

エ 校外活動（宿泊含む）での対応 

オ エピペンの保持対応 

カ 牛乳欠飲 

 市教育委員会が

行うこと 

学校が行うこと 

市教育委員会は、就学時健診時に、「食物アレルギー状況調査票」（様式１）を確認・必要書類の配付 
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＜学校における食物アレルギー対応＞ 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・除去

食対応・成分表配付の対応 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限対応 

ウ 体育・部活動等の運動により食物アレル

ギーを誘発する恐れによる制限対応 

エ 校外活動（宿泊含む）での対応 

オ エピペンの保持対応 

カ 牛乳欠飲 

学校は、申請のあった①の保護者と面談 

学校は、申請のあった①の保護者と校内食物アレルギー対応委員会に含

まれる委員を含めたメンバーで面談を行う。（継続時に変更等がない場合

は、面談を除くこともある。また、面談に市教育委員会を含める場合も

ある。） 

・学校は面談時に「面談記録票」（様式５）を記入し、「個別の取組プラ

ン（案）」（様式６）、「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を作成する。 以後、進学する中学校で対応する。 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・除去食対応・成分表配付の決定 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限の決定 

ウ 体育・部活動等運動により食物アレルギーを誘発する恐れによる運動制限の決定 

エ 校外活動（宿泊含む）での何らかの対応の決定 

オ エピペンの保持に関する決定 

カ 牛乳欠飲の決定 

学校は、ア～オを含む対応について、決定案を市教育委員会に申請 

学校は、保護者に決定内容を確認し承諾を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）及び「緊急時個

別対応マニュアル」（様式７）の内容を保護者に確認しても

らい、「個別の取組プラン」（様式６）に署名捺印し、提出

してもらう。 

 

学校は、イ・ウ・エ対応のみの場合について、決定結果を

保護者に確認・承諾 

 
学校は、ア～オについては、「学校における食物アレルギー対応につい

て」（様式８）に記載の添付書類を付けて提出。併せて「一覧表」（様式

11）を市教育委員会に提出する。 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催し、学校から

出された決定案について検討し決定する。 

・市教育委員会は、決定結果「食物アレルギー対応実施について」（様

式９-１、９-２）を学校に通知する。 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催 

 

学校は、決定結果を確認、保護者へ通知 

学校は、市食物アレルギー対応検討委員会で決定した内容を確認し承諾

を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）及び「緊急時個別対応マニ

ュアル」（様式７）の内容を保護者に確認してもらい、「個別の取組プラ

ン」（様式６）に署名捺印し、提出してもらう。 

・市教育委員会から通知された「食物アレルギー対応実施について」 

（様式９-２）を保護者へ渡す。 

 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催し、全職員の共通理解を図る。 

新年度開始 

 

（２）津島市食物アレルギー対応（小学校在校生用） 

学校は、現在対応している１～６年生の保護者に、継続等について申請書類及び保護者宛依頼文を

渡す。 

① １～５年生の対応児童の保護者に、継続等についての申請書類及び保護者宛依頼文を渡す。 

② ６年生の対応児童の保護者に、中学校での継続等についての申請書類及び保護者宛説明文を渡

す。 

③ ６年生の牛乳欠飲対応児童の保護者に、中学校での「牛乳飲用確認票」（様式Ｇ）及び保護者宛

依頼文を渡す。  申請書類：学校生活管理指導表、様式２-１、様式３、様式４ 

学校は、夏休み前に保護者に申請書を配付 

校内食物アレルギー対応委員会を開催し、対応案を決定 

 

学校は、②③の保護者から提出された申請書類及び確認書を進学先の中

学校に提出し報告する。 

 

学校は、②③の保護者から提出された申請書類を進学先の中学校に提出 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催 

９月～ 

12 月 

２月 

４月 

  市教育委員会が行うこと 

学校が行うこと 
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学校は、夏休み前に１・２年生の保護者に申請書を配付 

学校は、現在対応している１・２年生の保護者に、継続等

についての申請書類及び保護者宛依頼文を渡す。 

申請書類：学校生活管理指導表、様式２-１、様式３、様式４ 

学校は、申請のあった保護者と校内食物ア

レルギー対応委員会に含まれる委員を含め

たメンバーで面談を行う。 

（継続時に変更等がない場合は、面談を除

くこともある。また、面談に市教育委員会

を含める場合もある。） 

・学校は面談時に「面談記録票」（様式５）

を記入し、「個別の取組プラン」（案）（様式

６）、「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）

を作成する。 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・除去食対応・成分表配付の決定 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限内容の決定 

ウ 体育・部活動等の運動により食物アレルギーを誘発する恐れによる運動を制限する内容の決定 

エ 校外活動（宿泊含む）での何らかの対応の決定 

オ エピペンの保持 

カ 牛乳欠飲の決定 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催し、対応案を決定 

学校は、ア～オを含む対応について、決定案を市教育委員会に申請 

学校は、保護者に決定内容を確認し承諾を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）・「緊急時個別

対応マニュアル」（様式７）の内容を保護者に確認しても

らい、「個別の取組プラン」（様式６）に署名捺印し、提出

してもらう。 

 

学校は、イ・ウ・エ対応のみの場合について、決定結果を

保護者へ確認・承諾 

 

学校は、ア～オについて市教育委員会に「学校における食物アレルギー対

応について」（様式８）に記載の添付書類を付けて提出。併せて「一覧表」

（様式 11）を市教育委員会に提出する。 

 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催し、学校から出

された対応案を検討し決定する。 

・市教育委員会は、決定結果「食物アレルギー対応実施について」（様式９

-１、９-２）を学校に通知する。 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会を開催 

 

学校は、市食物アレルギー対応検討委員会で決定した内容を確認し承諾を

得る。 

・決定した「個別の取組プラン」（様式６）・「緊急時個別対応マニュアル」

（様式７）の内容を保護者に確認してもらい、「個別の取組プラン」（様式

６）に署名捺印し、提出してもらう。 

・市教育委員会から通知された「食物アレルギー対応実施について」（様式

９-２）を保護者へ渡す。 

学校は、決定結果を確認、保護者へ通知 

 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催 

新年度開始 

 

学校は、申請のあった保護者と校内食物アレルギー対応委員会に含まれる委員を含めたメンバーと

栄養教諭等とで面談を行う。（必要に応じて市教育委員会も面談に参加する。） 

・学校は面談時に「面談記録票」（様式５）を記入し、「個別の取組プラン」（案）（様式６）、「緊急

時個別対応マニュアル」（様式７）を作成する。 

（３）津島市食物アレルギー対応（中学生用） 

＜学校における食物アレルギー対応＞ 

ア 学校給食で弁当持参・無配膳対応・除去

食対応・成分表配付の対応 

イ 授業・活動で食品を扱う場合の制限対応 

ウ 体育・部活動等の運動により食物アレル

ギーを誘発する恐れによる制限対応 

エ 校外活動（宿泊含む）での対応 

オ エピペンの保持対応 

カ 牛乳欠飲 

学校は、新 1 年生の申請を受付 

学校は、小学校から提出された新 1 年

生の申請書類を確認する。 

 

 

 

学校は、申請のあった保護者と面談 

学校は、申請のあった新１年生保護者と面談 

学校は、申請のあった新 1 年生の保護

者に連絡し、面談の日程調整を行う。

（市教育委員会も面談に参加する場合

は連携し行う。） 

 

 

 

学校は、申請のあったア・イ・ウ・エ・

オの新１年生保護者と面談調整 

学校は、申請のあった新 1 年生の牛乳飲用確認票（様式

Ｇ）を確認する。 

・市教育委員会に報告する。 

・牛乳減額対応移行手続きを行う。 

 

 

 

学校は、申請のあったカの新１年生の確認 

学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催し、全職員の共通理解を図る。 

 

７月～ 

 

９月～ 

12 月 

２月 

４月 

小学校は、新 1 年生の申請

書類を中学校へ提出 

  市教育委員会が行うこと 

学校が行うこと 
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〇取組の様子や改善点を検討・修正するとともに、必要に応じて保護者の意見・要望を確認し、記録しま

す。また、年度途中に変更・中止及び新規の申請があった場合は、必要に応じて市又は校内食物アレル

ギー対応委員会で協議し決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学校は、新規・変更・中止等申請のあった保護者と面談 

学校は、申請のあった保護者と校内食物アレルギー対応委員会に含まれる委員のメンバーで面談を行う。

（面談に市教育委員会を含める場合もある。） 

新規・変更・中止学校は、面談時に「面談記録票」（様式５）を記入し、「個別の取組プラン（案）」（様式

６）、「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を作成・変更する。 

牛乳欠飲牛乳欠飲のみの場合は不要。 

 

学校は、臨時に校内食物アレルギー対応委員会を開催し、対応案及び中止を決定 

 新規・変更校内食物アレルギー対応委員会で内容を確認し、対応案を作成する。 

・学校は、「面談記録票」（様式５）を基にした、「個別の取組プラン（案）」（様式６）、「緊急時個別対応マ

ニュアル」（様式７）を変更及び決定する。 

中止・牛乳欠飲中止及び牛乳欠飲について決定する。 

 

学校は、対応案の決定について市教育委員会に申請 

 学校は、対応案の決定について、市教育委員会に申請する。 

新規・変更・中止市教育委員会に「学校における食物アレルギー対応について」（様式８）に記載の添付書

類を付けて提出。 

牛乳欠飲「食物アレルギー等による牛乳減額申請書」（様式Ｅ）に学校長名を記名し、学校長印を押印して

提出する。 

 

 市教育委員会は、申請を検討し決定 

市教育委員会は、市食物アレルギー対応検討委員会

のメンバーと検討し決定する。（場合によっては臨

時に市食物アレルギー対応検討委員会を開催して検

討する。） 

・市教育委員会は、決定結果を学校に通知する。 

新規・変更・中止「食物アレルギー対応実施につ

いて」（様式９-１、９-２） 

牛乳欠飲「食物アレルギー等による牛乳代金減額

の承認について」（様式Ｆ-１、Ｆ-２） 

 

 

学校は、決定結果を確認、保護者へ通知 

 

学校は、決定結果を保護者へ確認・承諾 
学校は、市食物アレルギー対応検討委員会での決

定内容を確認し承諾を得る。 

・決定した「個別の取組プラン」(様式 6)・緊急

時個別対応マニュアル（様式７）の内容を保護者

に確認してもらい、「個別の取組プラン」(様式

6)に署名捺印し、提出してもらう。 

・市教育委員会から通知された「食物アレルギー

対応実施について」（様式 9-2）または「食物ア

レルギー等による牛乳減額承認について」様式Ｆ

-２）を保護者へ渡す。 

 

（４）津島市食物アレルギー対応（中間報告 新規・変更・中止） 

学校は、保護者から年度途中で新規・変更・中止の申請があった場合、申請書類及び保護者宛依頼文を渡

し提出を求める。 

申請書類：学校生活管理指導表、様式２-１又は様式２-２、様式３、様式４ 

＊但し、中止の場合は学校生活管理指導表と家庭における除去申告書（様式４）を除く。 

＊牛乳欠飲の申請は、必要に応じて「食物アレルギー等による牛乳代金減額申請書」（様式Ｅ）または「食

物アレルギー等による牛乳代金減額取消申請書」（様式 I）の提出を求める。 
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３ 市教育委員会における対応 

（１）食物アレルギー対応に関する委員会の設置 

   市教育委員会は、学校における食物アレルギー対応についての方針を明示し、学校関係者、学校給

食関係者、医療関係者、市を管轄する消防機関、保護者、市教育委員会等が共通認識をもって食物ア

レルギーの対応に当たることができるようにする必要があります。そのために、市教育委員会に食物

アレルギー対応検討委員会を設置し、定期的に協議の場を設けます。 

   委員会においては、食物アレルギー対応に関して文部科学省の指針や県の手引きを基に、市の基本

方針を策定するとともに、食物アレルギー対応マニュアル等の作成や食物アレルギー対応に関する研

修会を企画するなど学校への支援を行います。 

＜市の食物アレルギー対応検討委員会の委員構成＞ 

〇学校関係者（校長、保健主事、養護教諭、給食主任、栄養教諭等） 

〇学校給食関係者（共同調理場長、栄養士、学校栄養職員等） 

〇医療関係者（市民病院医師等） 

〇市を管轄する消防機関 

〇教育委員会 

その他、必要に応じて関係者等を加えます。 

 

（２）市における食物アレルギー対応の基本方針の策定 

文部科学省の学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方や学校給食における食物アレルギ

ー対応指針、県教育委員会の基本方針を基に策定します。また、具体的な取組を進めていくに当たっ

ては、児童生徒、学校・調理場の実態を踏まえるとともに、県教育委員会とも連携して行います。 

① 食物アレルギー対応に関するマニュアル等の作成 

市における食物アレルギーの基本方針に基づいて、各学校で実施するための具体的な方法や必要

な様式等を定めたマニュアルを作成します。 

② 医療機関及び消防機関との連携 

市教育委員会が主体となって、医療機関及び消防機関との連携体制を作ります。 

③ 食物アレルギー対応に関する研修会の充実 

食物アレルギー対応に関する研修会は、内容や研修の方法について検討を行いながら、全ての教

職員が継続的に学ぶことができる機会を設けることが重要です。 

学校単位での校内研修を促進するため、研修時間の確保等について校長に働きかけるとともに、

校内研修会への講師派遣など、市教育委員会としての支援を行います。 

研修では、食物アレルギーに関する基礎知識のほか、特にエピペンの取扱い等を含めた実践的な

演習を取り入れることが大切です。 

④ 各学校の食物アレルギー対応状況の把握と支援 

各学校から申請・報告などの検討・決定を行うとともに、判断に迷う児童生徒の対応方法の決定や

施設の不備・人員の不足等、必要に応じて支援を行います。 

⑤ 献立作成における食物アレルギー対応の基本方針の策定 

学校給食における食物アレルギー対応の充実のためには、献立作成における食物アレルギー対応 

の基本方針を策定し、献立作成委員会や食品選定のための委員会と連携した対応を行います。 
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⑥ 学校及び調理場の環境整備や人員配置などの支援 

誤食や除去食の調理におけるアレルゲンの混入を防止するため、調理場の施設設備や調理機器・

器具等の整備、食物アレルギー対応用の食器具、調理場や学校での対応に必要な人員の配置等を行

います。また、共同調理場と各受配校における安全・安心な給食提供のための連絡体制の構築や打

合わせ時間の確保なども行います。 

その他、学校において食物アレルギーを有する児童生徒や保護者への個別的な相談指導として栄

養指導を行うなど栄養教諭がその職責を果たせるよう勤務体制を整備するといった配慮も行います。 

⑦ 食物アレルギーに関する全ての事故情報及びヒヤリハット事例の収集・周知 

各学校に対し、全ての事故情報及びヒヤリハット事例について、その詳細と改善策の報告を求め

ます。集約した情報は学校へフィードバックし、市内の全ての学校で共有することによって、事故

防止に努めます。 

さらに、学校管理下においてエピペンを使用した場合（学校での誤食等が原因で、病院や家庭等

でのエピペンを使用及び医療機関でアドレナリン投与を受けた場合も含む。）は、県教育委員会に報

告します。 

⑧ 専門的な内容についての相談体制の構築 

保護者に対して、専門の医療機関や食物アレルギーの基礎知識などの情報を提供します。 

必要に応じて不安解消のためのケアを行うとともに、除去食で不足する栄養素等に関する指導を行

うなど、家庭で適切な生活が送れるようにサポートします。 

⑨ 教育委員会や学校の管理下にない場所（保育所・学童保育等）との連携 

教育委員会や学校の管理下にない場所（保育所・学童保育等）においても、食物アレルギー対応

が必要な場合があります。保育所・学童保育等の関係者に対しても、必要に応じて管理者と協議し、

研修会への参加を促すとともに、保護者の同意を得て食物アレルギーを有する児童生徒に関する情

報を共有するなど、適宜対応します。 
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４ 学校における対応 

（１）校内食物アレルギー対応委員会の設置 

校長は、食物アレルギー対応について具体的な方針を策定したり、児童生徒の個別の取組プランや

緊急時個別対応マニュアルの作成を指示したり、研修会の企画をしたりするなど、全教職員が共通認

識をもって実施できるように、校内の食物アレルギー対応に関する委員会を設置し、学校全体で食物

アレルギー対応に取り組むための体制を作ります。 

① 校内食物アレルギー対応委員会に関する委員構成の例 

委員長：校長（対応の総括責任者） 

委 員：教頭 主幹教諭 教務主任 校務主任 保健主事 養護教諭 給食主任  

栄養教諭 学年主任 学級担任 関係教職員 学校医等 

＊その他必要に応じて、学校給食調理施設長（共同調理場並びに単独調理校）※ 学校栄養職員 教育

委員会の担当者等を加えます。※以後、学校給食調理施設長と表記する。 

②校内食物アレルギー対応委員会に関する協議内容 

■食物アレルギー対応についての具体的な方針策定 

■食物アレルギー対応マニュアル作成・改訂 

■緊急時の対応の体制整備 

■学校給食における食物アレルギー対応の環境整備 

■食物アレルギー対応の申請があった児童生徒の「個別の取組プラン（案）」（様式６）「緊急時

個別対応マニュアル」（様式７）を検討・決定し市教育委員会に申請 

■食物アレルギー対応に関する研修会の計画 

■全ての事故及びヒヤリハット事例の収集・対応策の検討をし、市教育委員会に報告 

■食物アレルギー対応の評価と見直し（内容と方法及び時期） 

■保護者や教職員からの食物アレルギー対応についての相談 

■医療機関や消防機関との連携等 

 

（２）具体的な方針の策定 

県及び市教育委員会の食物アレルギー対応の基本的な考え方に基づいて、校長の指示のもと、学校に

おける食物アレルギー対応の具体的な方針を策定します。 

方針を策定する際は、学校給食以外の活動においても食物アレルギーが起こることを想定して検討し

ます。 

学校における食物アレルギー対応の主な内容 

■除去食の対応 

■完全弁当及び一部弁当持参の対応 

■成分表配付の対応 

■牛乳の飲用制限の対応 

■エピペンや処方された薬の保持・保管の対応 

■授業・活動で食品を扱うことの対応 

■体育・部活動等運動による食物アレルギーを誘発する恐れがある者への対応 

■宿泊を含む校外活動での対応 
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これらの対応は、正確な食物アレルギー状況を把握するため、医師の診察・検査により診断された 

「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」の提出を必須とします。 

また、保護者から食物アレルギー以外の原因により食物アレルギー対応と同様の対応を求められた場

合は、学校長の判断により対応することができます。 

学校においては、児童生徒の実態や学校・単独調理校給食室及び学校給食共同調理場の能力・環境に

応じ、市教育委員会の食物アレルギー対応の基本的な考え方に基づいて、学校が個別・具体的な方針を

策定します。 

給食の誤配・誤食防止のための掲示物や人員の配置、弁当持参の児童生徒の衛生面及び誤配防止のた

めの設備、エピペン®の保管（処方された薬）や緊急時の対応等の環境を整えます。 

 

各校の食物アレルギー対応の方針に盛り込む項目の例 

■食物アレルギーを有する児童生徒の学校生活での管理や配慮 

■食物アレルギー対応の研修 

■学校給食における食物アレルギー対応 

■学校・調理場の設備・人員等の環境整備等 

 

（３）マニュアルの作成 

①食物アレルギー対応マニュアル 

市の食物アレルギー対応の手引きを基に、各学校における基本方針、誤食・誤飲・誤配を防止する

ためのルールを整備し、校内の食物アレルギー対応マニュアルを作成します。 

 

各校の食物アレルギー対応マニュアルに盛り込む項目の例 

■誤飲・誤食・誤配を防止するためのルール 

■単独調理校給食室及び学校給食調理施設から教室までの受け 

渡しの場所・方法（専用容器使用）教室での対応等 

[誤食等の事故防止のために決めるとよいルールの例] 

・毎日の献立内容について食べる料理や弁当持参等の確認方法 

・配膳時の注意 

・片付け時の注意 

・給食当番の役割の確認 

・おかわり禁止を含む喫食時の注意 

・セレクト給食の注意 

・交流給食などの日常と違う形態での給食の時間の注意 

■食品を扱う授業や活動の時の注意 

■体育・部活動等の運動を伴う授業や活動の時の注意 

■校外活動時（特に宿泊を伴う場合）の注意 

■食物アレルギーについての指導等 
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②危機管理マニュアル 

市教育委員会や学校医、主治医、医療機関及び消防機関等と連携を図った緊急時の体制を整備し、

県教育委員会の手引や市教育委員会のマニュアル等を基に、学校や学校給食共同調理場の状況を踏ま

えた上で、緊急時に円滑な対応ができるように学校の危機管理のマニュアルに食物アレルギー対応を

組み入れます。 

 

（４）実態の把握 

「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」を含む調査票等の書類と児童生徒や保護者と行う個別

面談等により食物アレルギーの実態を把握します。 

学校において、学校給食に限らず、食品を扱う授業や活動、校外活動等において、管理を必要とする

食物アレルギーを有する児童生徒の対応を行うためには、一人ひとりの児童生徒の症状等を正しく把握

することが必要です。このため、主治医の的確な診断や指導等は、安全・安心な学校生活を送るために

は欠かすことができないため、「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」の提出を必須とします。

なお、医療機関が記入する際には医療文書料金が必要となりますが、その費用は保護者の負担とします。 

小学校新入生は、保健調査票や「食物アレルギー状況調査票」（様式１）で、食物アレルギーの有無を

有する場合は原因食品や状態を把握します。 

在校生は、症状等に変化がない場合においても、管理が必要な間は、毎年１回の申請を求めることとし

ます。 

児童生徒の食物アレルギーの原因食品や症状、過去の症状出現状況、家庭における対応の程度、学校で

の留意点、学校への要望等について把握します。添付書類は、医師の記載による「学校生活管理指導表（

アレルギー疾患用）」及び保護者からの「食物アレルギーの経過及び対応状況申告書」(様式３)・「家庭

における除去申告書」（様式４）等があります。 

小学校新入生は、入学前の通園施設と、中学校新１年生は各小学校と連携し実態を把握します。 

① 実態把握及び申請の受付時期について 

実態把握のための調査や食物アレルギー対応の申請の受け付け時期は次のようになります。 

■定期 

・小学校入学時 

４月からの学校生活に間に合うように、小学校新入生は就学時健康診断時で食物アレルギーに関す

る調査を行い、市教育委員会が該当者を把握して申請書類一式と通知文を配付し、申請を受けます。 

・進級時 

在校生の継続申請は、各校が該当するアレルギー対応の保護者に申請書類一式と通知文を配付し、

申請を受けます。 

・中学校入学時 

市内の中学校進学者の継続申請は、各小学校が６年時に該当するアレルギー対応の保護者宛に申請

書類一式と通知文を配付及び回収し、該当する中学校に申請書類を渡し、中学校で申請を受けます。 

■不定期 

・新規発症及び診断時 

・転入時 

必要が生じた場合は迅速に対応し、年度途中でも申請を受けます。 
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②  保護者との面談について 

児童生徒の情報を詳細に把握するため「食物アレルギー状況調査票」（様式１）、「食物アレルギ

ー対応申請書」（様式２-１・２-２）、「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」「食物アレル

ギーの経過及び対応状況申告書」（様式３）、「家庭における除去申告書」（様式４）を基に、次

のような事項について面談し、「面談記録票（個人調査票）」（様式５）に記録します。 

なお、児童生徒の個人情報の取扱いには十分留意します。 

 

面談時に確認する事項の例 

■食物アレルギーの原因食品、症状、家庭での対応等の状況 

■緊急時における具体的な連絡先や対応方法 

■食物アレルギーや緊急時処方薬等に対する児童生徒の理解度 

■学校生活での様々な場面での具体的な状況を想定した対応の確認 

学校給食を含め、学校で「対応できる内容」「対応できない内容」について、 

正確に伝え、保護者の理解と協力を得られるようにします。 

■学級・学年・学校の児童生徒への周知と指導事項の確認 

 

 この内、除去食対応、完全弁当及び一部弁当持参対応、成分表配付対応、エピペンの保持対応の

提供は、より重篤な状況である食物アレルギー疾患者であると判断し、市教育委員会への申請対象

とします。 

 この場合は、保護者と校内食物アレルギー対応委員会のメンバーと栄養教諭等及び市教育委員会

で面談し、具体的な内容について確認するため、「面談記録票（個人調査票）」（様式５）に記録

します。 

 

（５）研修の実施 

全教職員が食物アレルギーやアナフィラキシー、アナフィラキシーショック※の正しい知識をもち、食

物アレルギー対応を実施したり、アナフィラキシーショック発症時にエピペン®を適切に使用したりでき

るように、シミュレーションを取り入れるなど実践的な研修を定期的に実施します。 

児童生徒がアナフィラキシーショックを発症する可能性は、登下校中等様々な活動場面であります。

また、給食の時間の対応は学級担任以外の教職員が行う場合もあること、学校給食の食物アレルギー対

応で弁当持参となった場合の弁当の取り扱い等、教職員が食物アレルギー対応を行う機会は様々にある

ことを考慮した研修を実施します。 

短時間勤務の教職員が研修に参加したり、研修の内容を把握したりできるようにすることも必要です。 

※「アナフィラキシー」とは、皮膚、消化器、呼吸器等、複数の臓器に重症のアレルギー症状が出現し、

生命に危機を与えることもあるような状態。 

「アナフィラキシーショック」とはアナフィラキシー状態に加え、血圧の低下や意識障害（意識がもう

ろう、呼びかけに反応できないなど）を伴う場合。 

 

（６）情報共有と改善策の検討 

学校は提出された「食物アレルギーの経過及び対応状況申告書」（様式３）、「学校生活管理指導表

（アレルギー疾患用）」等を個人情報の取り扱いに注意しながら保管するとともに、緊急時に教職員が
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確認できる状態で管理します。また、必要に応じて消防機関等とも情報を共有します。 

全教職員は、全ての事故及びヒヤリハット事例について、状況や原因を管理職に報告します。 

学校給食を原因として起きた事故やヒヤリハット事例について学校給食調理場と状況や原因について

の情報を共有します。 

校長は、事故やヒヤリハット事例について、「食物アレルギー対応におけるヒヤリハット報告書（ア

レルギー疾患用）」（様式10）により市教育委員会に報告します。 

学校内で起こった事故やヒヤリハット事例について、校内食物アレルギー対応委員会において対策を

検討し、事故防止の徹底に努めます。事故報告及びヒヤリハット事例を収集し周知することは、教職員

の危機管理意識を高めるとともに、これまで気付かなかった事故の可能性が認識されることにもなりま

す。 

 

（７）中間報告・評価 

 随時、取組の様子や改善点を検討・修正するとともに、必要に応じて保護者の意見・要望を確認し、

記録します。 

また、変更・中止の申請があった場合は、必要に応じて校内食物アレルギー対応委員会で対応・協議

します。（協議の場合は市教育委員会を含むことあり） 

 

（８）教職員の役割 

校長・教頭 ・校長は学校における食物アレルギー対応のすべての最高責任者として、県

及び市教育委員会の食物アレルギー対応の基本的な考え方の主旨を理解し、

教職員に指導する。 

・校内食物アレルギー対応委員会を設置する。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の保護者と、個別面談（学校における食

物アレルギー対応の手引に定められた者が参加）を行う。 

・校内の食物アレルギー対応委員会で「個別の取組プラン（案）」（様式６）

及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を決定し、市の食物アレル

ギー対応対策委員会に報告する。また、その結果を保護者に通知する。（

必要に応じて保護者への説明・協議への同席） 

・食物アレルギーのある児童生徒の症状発症時の緊急対応、誤食・誤飲等未然

防止に向けた日常の対応を適切に行うため、教職員の役割分担等の体制の

整備を行う。 

保健主事 ・校内食物アレルギー対応委員会を開催する。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を把握し、全職員間で連携を図る。 



 13 
 

学級担任 ・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を基に「個別の取組プラン（案）」

（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を把握する。 

・決定した「個別の取組プラン（決定）」（様式６）及び「緊急時個別対応

マニュアル」（様式７）を所定の場所に保管し、不在の際の対応に支障がな

いようにする。 

・給食の時間は、決められた確認作業中（指さし声出し）、食物アレルギー

を有する児童生徒とともに確実に行い、誤配膳や誤食を防止する。 

・学級全体で楽しい給食の時間を過ごせるように配慮する。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の給食の喫食状況等の実態把握に努める。 

・給食の時間に教室を離れる場合には、事前に他の教職員に十分な引継ぎを

行う。 

・給食の時間終了後も児童生徒の体調の変化に注意する。 

・他の児童生徒に対しても、食物アレルギーを正しく理解できるよう指導す

る。 

養護教諭 

 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握を行う。 

・栄養教諭・学校栄養職員と連携し、学校において管理が必要な児童生徒の「

個別の取組プラン（案）」（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」

（様式７）を立案・作成する。 

・個別面談を学校における食物アレルギー対応の手引に定められた者と一緒

に行い、学校における対応について確認する。 

・主治医、学校医、消防署等との連携を図り、応急処置の方法や連絡先を確

認する。 

・「個別の取組プラン（決定）」（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」

（様式７）を基に、全教職員に共通理解を図り、緊急時の対応を確認する。 

・進学にあたり、食物アレルギーを有する児童生徒の実態や関連する情報を

前年度中に引継ぎができるように準備する。 

・食物アレルギーに関する情報や知識の伝達や研修の運営を行う。 

給食主任 ・栄養教諭・学校栄養職員と連携し、学校における対応について確認する。 

・学校給食において食物アレルギー対応が必要な児童生徒及び保護者への情

報提供について、学校における食物アレルギー対応の手引に定められた対

応が実施できるようにする。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握を行う。 

・「個別の取組プラン（決定）」（様式６）等に基づき、具体的な配膳作業

等を管理する。 
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栄養教諭 

学校栄養職員 

・養護教諭と連携し、食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握や「個別

の取組プラン（案）」（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」（様

式７）を立案・作成する。 

・個別面談を学校における食物アレルギー対応の手引に定められた者と一緒

に行う。 

・食物アレルギー対応を考慮した学校給食の献立作成を行う。 

・安全な学校給食の提供環境を構築する。 

・学校給食において食物アレルギー対応が必要な児童生徒及び保護者への情

報提供について、学校における食物アレルギー対応の手引に定められた対

応が実施できるようにする。 

・「個別の取組プラン（決定）」（様式６）等に基づき、具体的な調理作業等

を管理する。 

教職員 ・食物アレルギーを有する児童生徒の実態や「個別の取組プラン（決定）」（

様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）の情報を共有する。 

・学級担任が不在のとき、サポートに入る際に、担任同様に食物アレルギー

を有する児童生徒の状態や対応内容を把握し、学級担任と同じ対応ができ

るようにする。 

・部活動やクラブ活動等の指導の際にも、食物アレルギーを有する児童生徒

の状態や対応内容を把握した対応ができようにする。 

・緊急時の対応ができるようにする。 

・食物アレルギーについての基礎知識をもつ。 

・弁当を預かる場合や、給食の献立変更などの連絡を受けた場合等は、緊急

時個別対応マニュアルに従い、食物アレルギーを有する児童生徒が安全な

学校生活を送ることができるようにする。 

学校給食 

共同調理場長 

・学校給食調理場及び単独調理校の給食における食物アレルギー対応の責任

者として、県及び市教育委員会の食物アレルギー対応の基本方針の主旨を

理解し、学校給食共同調理場職員及び委託業務責任者（単独調理校を含む）

に指導する。 

・市教育委員会が承認した「個別の取組プラン（決定）」（様式６）に基づい

た学校給食における食物アレルギー対応を実施できるようにする。 

・学校給食調理場で発生した事故やヒヤリハットを市教育委員会へ報告する。 

調理員 ・委託業務責任者は、栄養教諭・学校栄養職員の調理指示を基に、安全かつ

確実に調理するよう指導する。 

・食物アレルギーについての基礎知識をもつ。 

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を理解し、対応の内容を確認する。 

・除去食の作業工程表や作業動線図を確認して、安全な学校給食の調理を行

う。 
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Ⅱ 食物アレルギーを有する児童生徒への対応 

１ 学校生活 

 食物アレルギーを有する児童生徒が学校生活を安全・安心に過ごすことができるよう、学校で「個別の

取組プラン」（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を作成し、これに基づいて学級担任を

はじめとした全ての教職員で対応します。 

 

（１）給食の時間 

   給食の時間では誤食防止のための管理が重要です。 

   特に、給食の時間中に誤食やアレルゲンに触れる事故が起きないよう食物アレルギー対応食につい

て、「除去食対応予定献立表」（資料４-１または４-２）で確認する方法や、食物アレルギー対応食と一

般の学校給食との違いを、学級担任と本人だけでなく、学級全体でルールを決めるなどの配慮をしま

す。また、日常の繰り返しの中で、確認作業が形骸化しないように注意します。 

   

     誤食等の事故防止のためのルール例 

      〇毎日の献立内容について食べる料理や弁当の持参等の確認方法 

      〇配膳時の注意 

      〇片付け時の注意 

      〇給食当番の役割の確認 

      〇おかわりを含む喫食時の注意 

      〇セレクト給食時の注意 

      〇交流給食などの日常と違う形態での給食の時間の注意 

 

（２）食品を扱う授業や活動 

   食品を調理したり栽培したりする授業や活動においては、原因食品を“食べる”だけでなく、“吸い

込む”ことや“触れる”ことも発症につながるため、個々の児童生徒に応じたきめ細かい配慮が必要

です。具体的には、主治医が記載した「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」や保護者と十分な

協議を行って作成された「個別の取組プラン」（様式６）に基づいて対応します。 

      

     食品を扱う授業や活動での配慮例 

      〇調理実習（食品や食品中の添加物） 

〇牛乳パックのリサイクル 

〇そば打ち体験、節分行事における豆まき（大豆・落花生（ピーナッツ）） 

〇小麦粘土を使用した図画工作 

〇落花生（ピーナッツ）の栽培など 

 

（３）体育・部活動等の運動を伴う授業や活動 

   「運動」はアナフィラキシーの原因として重要な要因の一つです。アナフィラキシーの経験のある

児童生徒に対して、運動がどれくらいリスクとなるのかを把握するとともに、これまでアナフィラキ

シーを発症したことのない児童生徒についても、運動がリスクとなる可能性があることも全ての教職
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員に周知し、運動する機会が多い学校生活を安全に管理する必要があります。 

   運動に関連したアレルギー疾患としては、「食物依存性運動誘発アナフィラキシー」、「運動誘発アナ

フィラキシー」、「運動誘発ぜん息」があります。食後の運動時に現れても、食品が原因ではない場合

もあります。 

「食物依存性運動誘発アナフィラキシー」は、原因食品を食べただけではアレルギー症状は現れま

せんが、食後に運動することでアナフィラキシー症状が誘発されます。運動によって腸での消化や吸

収に変化が起き、末梢化のたんぱく質が吸収されて起こると考えられています。運動前４時間※¹以内

は原因食品の摂取を避け、食べた場合は４時間以内での運動を避ける必要があります。症状が誘発さ

れる運動の強さには個人差がありますので、保護者や主治医と相談して許容運動の目安を定める必要

があります。また、それまで全く食物アレルギーのなかった人が、ある日突然、発症する例がよく見

られます。小麦、甲殻類の順に多く、最近はももやりんごなどの果物でも増えています。 

学校給食後の体育の授業以外にも、学校給食後の休み時間に走ったり球技をしたりしている時に発

症する場合、朝食で食べたものが原因で朝の部活動で発症する場合、学校給食後走って帰宅する場合

での発症例があります。 

※１ 多くの場合は原因食物の摂取後、２時間以内の運動で発症するとされていますが、まれに

は４時間位後に発症することもあることから、ここでは４時間としています。 

 

（４）校外活動（特に宿泊を伴うもの） 

   校外活動では、普段の授業や活動に比べて教職員の目が届きにくい傾向があります。引率する全て

の教職員が、食物アレルギーを有する児童生徒の情報を十分に把握しておく必要があります。また、

校外で重篤な食物アレルギーを発症した場合を想定し、エピペン®など持参薬の有無や管理方法、発症

した場合の対応について事前に保護者等と十分に話し合って作成した「個別の取組プラン」（様式６）

や「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を確認するとともに、現地の医療機関を事前に調査してお

く必要があります。 

ア 校外活動での注意事項 

・遠足や社会見学、部活動等で弁当を持参する場合（友達と弁当交換にも注意が必要） 

   ・総合的な学習の時間や職場体験学習等で食品や料理が提供される場合 

   ・体験学習で小麦粉粘土を使用した製作体験やお手玉の中身がそば殻である場合等 

イ 宿泊を伴う校外活動での注意事項 

宿泊を伴う校外活動での注意点として宿泊先や見学先での食事や弁当を手配する場合、保護者や

宿泊先等を交えて十分に情報を交換し、どこまでの対応が必要で、どこまでの対応が可能なのかを

事前に確認しておきます。 

宿泊を伴う校外活動は、全ての児童生徒にとって貴重な体験であり、食物アレルギーを有する児

童生徒もできるだけ参加できるよう配慮することが必要です。 

 

（５）食物アレルギーについての指導 

  ア 全ての児童生徒に対して食物アレルギーに関する理解を深める指導 

    食物アレルギーを有する児童生徒の状態や学校・単独調理校給食室及び学校給食共同調理場の実

態に応じて、給食の時間における対応は、原因食品を含む料理を配膳しない方法であったり、除去

食を提供されたり、弁当を持参するなどがあります。 
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    食物アレルギーを有する児童生徒は、日常の生活の中でアレルゲンを含む食品を自分で判断して

食べられる食品を選択したり、友達や周りの人からアレルゲンを含む食品を勧められた時にきちん

と断りその理由を説明できるようにしたりするなど、発達の段階に応じて自ら事故を回避する能力

を身に付けることが必要です。 

    全ての児童生徒に対して、食物アレルギーに対する理解を深め、原因食品の除去と偏食とを区別

することなど人権教育上の観点からお互いを思いやる心を育てることが必要です。 

    また、食物アレルギーを有する児童生徒の在籍の有無にかかわらず、児童生徒の発達の段階に応

じて、関係教科や特別活動等の場を捉えて、食物アレルギーに対する理解を深める指導を進めるこ

とが大切です。 

  イ 食物アレルギーを有する児童生徒や保護者に対しての個別的な相談指導 

    食物アレルギーを有する児童生徒とその保護者に対し、必要に応じて個別的な相談指導を行いま

す。 

    学校は、食物アレルギーを有する児童生徒の保護者と学校での対応を相談するに当たり、学校給

食において食物アレルギー対応を行うことにより、摂取できる栄養素に偏りが生じることや、周り

の児童生徒と同じ学校給食が食べられないことなどにより、給食の時間が負担とならないよう配慮

することを伝えます。さらに、給食の時間をはじめ、食物アレルギーを有する児童生徒の学校での

生活の様子を保護者に伝えたり、家庭での様子を聞き取ったりして、食物アレルギー対応について

連携を図ることが大切です。 

    また、保護者も家庭での食物アレルギー対応にストレスを感じている場合があります。食物アレ

ルギーを有する児童生徒の生涯に渡る食習慣の育成を見据えて、代替食や調理方法の工夫や栄養素

の補い方、食物アレルギーを有する児童生徒のストレス緩和の方法などについて、希望に応じて相

談や指導を行うことが必要です。 

 

（６）事故・ヒヤリハット事例の報告及び食物アレルギー対応の評価と見直し 

   学校管理下における全ての事故・ヒヤリハット事例は管理職に報告します。その後、校内食物アレ 

ルギー対応委員会で対応した個人の問題としてではなく、問題発生の原因と対応策を検討し、事故や 

ヒヤリハット事例の再発を防止します。 

 事故やヒヤリハット事例だけでなく、給食の時間の配膳、喫食時の問題点等の学校生活の中で生じ

る問題点についても定期的に対応方法の評価、検討及び必要に応じて見直しを行います。 

 

（７）緊急時の対応の確認 

   食物アレルギーを有する児童生徒が誤食した時や児童生徒に食物アレルギー症状と思われる症状が

現れた時の緊急時の対応について、「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）使用や緊急時の対応を実

施するため、職員間で共通認識の下に、具体的・確実に対応できる体制を整えておきます。 

    

２ 食物アレルギーについての学習と位置付け 

食物アレルギーを有する児童生徒にとって、給食の時間が重荷となったり、いじめや差別の原因と

なったりすることのないよう、食物アレルギーについての学習を食に関する指導の一部に位置付ける

など、発達の段階に応じた指導を進めることが大切です。 
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（１）教科での食物アレルギーについての学習と位置付け 

小学校の家庭科、体育科、中学校の技術・家庭科、保健体育科などにおいて学習指導要領解説を参照

し、食物アレルギーの指導を教科の中で関連付け学習するように努めます。 

 

（２）特別活動における位置付け 

特別活動の学級活動では、集団の一員として学級や学校におけるよりよい生活づくりに参画し、諸問

題を解決しようとする自主的、実践的な態度や健全な生活態度を育てることを目標としています。 

食物アレルギーに関する指導は、学級活動の内容〔共通事項〕の｢(2) 日常の生活や学習への適応及び

健康安全（小学校）｣「(2) 適応と成長及び健康安全（中学校）」の中で、学校、学級の実態や児童生徒

の発達の段階に応じて、保健指導や安全指導又は食に関する指導と関連付けて行うことができます。 

特に、食物アレルギーのアナフィラキシーは生命にかかわる病型であり、危険を予測して、自分の生

命を自分で守ることに加えて、周りの仲間が食物アレルギーを有する仲間の生命を守ることができる態

度を育むことにも大切になります。 

 

３ 「食に関する指導の全体計画」への位置付け 

食物アレルギーについて、食に関する指導を行うには、「食に関する指導の全体計画」に位置付け、

全ての教職員で共通理解を図ることが大切です。 
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Ⅲ 学校給食における食物アレルギー対応 

 

１ 学校給食における食物アレルギー対応の基本方針 

食物アレルギーを有する児童生徒に学校給食を提供します。そのためにも安全性を最優先とし、以下

の５点を学校給食における食物アレルギー対応の基本として、市教育委員会は学校や学校給食調理施設

に対して支援・指導を行います。 

 

（１）学校給食において、成分表配付、無配膳対応、除去食提供対応及び一部弁当持参、完全弁当持参の

食物アレルギー対応を行い、「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」の提出を必須とします。 

（２）調味料・だし・添加物等に含まれる微量のアレルゲンや、注意喚起表記（食品表示法）程度の量の

アレルゲンの混入では、アレルギー症状を発症しない児童生徒を対象とします。 

・微量のアレルゲンについて 

みそ（大豆・小麦）、しょうゆ（大豆、小麦）、酢（小麦）、大豆油（大豆）、ごま油（ごま）

、かつおだし（かつお）、いりこだし（いわし）、魚しょう（魚介類）、肉類のエキス（牛肉・豚

肉・鶏肉）、卵殻カルシウム（卵）、乳糖（乳）、乳清焼成カルシウム（乳）などです。これ以外

は、基本的に除去が必要なアレルゲンとなります。 

・注意喚起表記程度の量のアレルゲンについて 

食品表示法に基づくコンタミネーション＊の注意喚起については、次のような例があります。 

○同一製造ライン使用によるコンタミネーション 

○原材料の採取方法によるコンタミネーション 

○えび、かにを捕食していることによるコンタミネーション 

＊コンタミネーションとは？ 

→食品を生産する際に、原材料としては使用していないにもかかわらず、特定原材料が意図せず

に混入してしまう場合をいいます。 

・アレルゲンの混入について 

上記のアレルゲンについても対応が必要な児童生徒は、当該原因食品に対する重篤なアレルギー

があることを意味するため、学校給食対応は困難であり、完全弁当対応とします。また、多品目の

食物除去が必要な場合や食器や調理器具の共用ができない場合、揚げ油の再使用を含む油の共用が

できない場合等の学校給食で対応が困難と考えられる場合も完全弁当対応とします。 

（３）安全性確保のため、原因食品の完全除去対応（提供するかしないかの二者択一）を原則とし、誤食・

誤配を防止します。 

・誤食・誤配を防止するために 

学校給食における食物アレルギー対応で、最優先するべきは、「安全性」です。「安全性」を確

保するためには、給食調理や作業が複雑・過剰にならないよう単純化等の軽減が必要となります。 

このため、除去食は、「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」により除去対応する食材を

精選し、必要最小限の除去をします。 

・二者択一の給食提供 

「安全性」の確保のために、多段階の除去食提供は行わず、原因食品を「提供するかしないかの

二者択一」を原則的な対応とします。 
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・飲用牛乳の停止・返金について 

学校給食費取扱い要領で定める学校長の承認に基づく牛乳の停止・返金については、継続して実施

するものとします。 

（４）学校給食における除去食対象品目については、単独調理校では乳・卵・えび・かに、共同調理場

では卵と乳について行います。 

・食物アレルギー対応献立について 

同じ学校や学級の中での食物アレルギー対応食の種類が複数になるため、対応や調理作業が煩

雑になることは、誤食事故につながります。このため、一つの料理に含まれる複数のアレルゲン

に対して、アレルゲンごとに食物アレルギー対応食を調理するのではなく、複数のアレルゲンを

除去した無配膳対応とします。無配膳対応とした献立に代替はしないので、中心献立・食材であ

った場合、給食として成立しないため、一部弁当対応となります。 

・学校給食の食物アレルギー対応について 

市食物アレルギー対応検討委員会で、児童生徒や学校・学校給食調理施設などの実態等を把握

し、学校給食における食物アレルギー対応について除去食提供対応を計画的に進めていきます。

また、保護者の要望等の把握にも努めます。 

（５）食物アレルギーを有する児童生徒にも学校給食を提供するために、安全性の確保の観点から、学

校及び学校給食調理施設、人員等の環境整備を進めます。 

・安全性の確保について 

学校と学校給食調理施設における安全・安心な給食提供のための連絡体制の構築や打合せ時間

の確保などを行います。学校において食物アレルギーを有する児童生徒や保護者への個別的な相

談指導として栄養指導を行うなどの体制整備が必要です。 

 

２ 学校給食における食物アレルギー対応等の内容 

対 応 等 内     容 

成分表配付 学校給食における食物アレルギー対応を行う場合（無配膳対応・除去食提供

対応・一部弁当持参・完全弁当持参）で希望する保護者等に主食及び副食に

含まれるアレルゲンのうち特定原材料及び特定原材料に準ずるものの有無が

わかる成分表（資料１～３）を配付 

無配膳対応 飲用牛乳、主食、副食においてアレルゲンを含むものについては配膳しない

対応（除去食提供ができない場合は無配膳対応となる） 

除去食対応 アレルゲンを含む食品を加えない料理を提供する対応（資料４-１、４-２） 

一部弁当持参 除去食による食物アレルギー対応ができないことにより、提供されない（無

配膳となる）主食や飲用牛乳に代わる飲み物、副食を持参する対応 

完全弁当持参 学校給食の提供が困難である対象者※において、毎日弁当を持参する対応 

※調味料・だし・添加物等に含まれる微量のアレルゲンや注意喚起表記（食

品表示法）程度の混入でアレルギー症状を発症、原因食品が多品目、食器

や調理器具の共用ができない、油の共用ができない 等 
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３ 学校給食における食物アレルギー対応の流れ 

学校給食における食物アレルギー対応に関する毎月の実施内容については次の流れで確認します。 

保護者は家庭で児童生徒と、除去食対応予定献立表（資料４－１・４－２）と成分表（資料１～３）

を見て、毎日の献立の主食・飲用牛乳・副食について、アレルゲンの有無を確認し、除去食対応予定

献立表（資料４－１・４－２）に、一か月分毎日の対応を記入します。記入後、担任を通じ、単独校

の該当栄養教諭・学校栄養職員に提出します。＊資料１～４⇒Ｐ24～33 

提出された除去食対応予定献立表（資料４－１・４－２）は、担当者が「個別の取組プラン」（様

式６）を確認した後に決定します。なお、記載内容で不明な場合は、学校を通じ保護者に確認し、内

容の共有を図ります。決定された除去食対応予定献立表（資料４－１・４－２）をコピーして同じも

のを使用します。 

  

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

４ 献立の作成と検討 

学校給食は、成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、栄養バランスのとれた食事を提供

することにより、健康の増進、体位の向上を図るものであることはもちろんのこと、食に関する指導

を効果的に進めるための教材であることも考慮して献立を作成することが必要です。 

また、給食の時間は、仲間や先生等と一緒に楽しく食事をしたり、係活動等を行ったりと、人間関 

 係を深め学校生活を明るく豊かにするものであり、人格形成の上で大切な指導の場でもあります。 

「食の大切さ」「食事の楽しさ」を理解することは、食物アレルギーを有する児童生徒にとっても 

 同じように必要です。 

献立作成においては、食物アレルギーを有する児童生徒も、他の児童生徒と同じように給食を楽し 

 めること、安全に食べられることを考慮します。 

（１）献立作成における食物アレルギー対応の基本方針の作成 

食物アレルギーを有する児童生徒にも安全な学校給食を提供するためには、各学級・学校の児童

生徒の実態や学校及び調理場の施設・設備、人員等を考慮した献立作成を行います。食物アレルギ

ー対応を安全かつ合理的に実施するために、献立作成段階から食物アレルギー原因食品の中でも使

用頻度の高い品目や重篤な症状を引き起こす品目について、原材料を含め献立での使用を次の点に

留意し慎重に行います。 

① 加工食品や調味料のうち、発症数の多い原因食品である乳、卵などが含まれない食品に可能な限 

１．「成分表」（資料１～３）及び「除去食対応予定献立表」（資料４-１、４-２）を

栄養教諭、学校栄養職員が作成し学校経由で保護者に配付する。 

・「成分表（主食）」（資料１）、「成分表（○月）」（資料２） 

「成分表（学期）」（資料３） 

・「○月分除去食対応予定献立表」（資料４－１、４－２） 

            

２．「○月分除去食対応予定献立表」（資料４－１、４－２）を保護者が学校経由で

学校給食調理施設に提出（単独調理校は、担任から所属栄養教諭・学校栄養職員） 
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 り切り替えるように努める。 

② １日の献立で、複数の料理に同じ原因食品を使用しないよう考慮する。 

③ 加工食品や調味料等の使用に際し、原材料表の提出を受け、慎重に確認を行う。 

④ 原因食品を使用する場合は、使用していることがわかりやすい献立名となるよう努める。 

⑤ セレクト給食の実施については、食物アレルギー対応を考慮した選択肢とする。 

（２）献立変更時の対応 

献立の変更はやむを得ない場合のみとし、児童生徒、保護者及び全教職員や学校給食関係者が献

立変更についての情報を共有します。献立変更が決定し次第、速やかに市教育委員会から学校へ連

絡します。学校は献立変更によりアレルギーの原因食品が献立に含まれる場合は、変更内容を児童

生徒及びその保護者に伝え、確実に対応します。 

（３）献立作成における検討 

学校給食実施後は、提供された学校給食の評価・検討を行う際に食物アレルギーを有する児童生

徒の視点からの検討も行います。 

学校や学校給食調理施設で起きた全ての事故やヒヤリハットは、施設長より市教育委員会に報告

し、市食物アレルギー対応検討委員会で防止対応策を検討しますが、献立作成の観点からも検討を

行います。 

 

５ 学校給食調理施設における対応 

市教育委員会、学校給食調理場長は、学校給食調理施設の施設・設備や人員等の状況を踏まえ、安

全に食物アレルギー対応食が提供できる体制を整えます。 

（１）食物アレルギー対応のための確認作業 

学校給食における食物アレルギー対応を安全に行うために、あらかじめ確認作業の方法について

当市委託作業基準、委託業者の作業基準に基づき委託業者が作業工程表・指示書を作成し、誰もが

同じ作業ができるようにします。 

（２）除去食対応のための整備 

除去食対応を行うに当たり、調理器具や食器、食品の管理、調理担当者及び調理作業場所を区別

します。 

（３）食物アレルギー対応食の注意点 

① 検収  

・ 検収された食品は、複数の担当者でアレルゲンを確認決定する。成分表や商品が予定してい

た食品と異なる場合は、速やかに栄養教諭等に連絡する。 

・ 献立の一部が学校に納入業者から直接納入される場合についても、学校で検収責任者を決め、

確実に検収する。成分表や商品が予定していた物と異なる場合は、速やかに栄養教諭等に連

絡する。 

② 調理手順  

・ 食物アレルギー対応食担当者（以下「対応食担当者」という。）は、他の調理員と違う色の 

 エプロンを着用するなどして作業を行う。 

・ 対応食担当者は材料表や除去食指示表、作業工程表や作業動線図に基づいて作業する。調理

作業はアレルゲンの混入防止の確認を行う。 

・ 混入を防ぐため、調理場はアレルギー室、単独調理校は決められた場所において調理をする。 
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・ 一般の給食と一緒に調理し、原因食材を入れる前に途中で取り分ける場合は、対応食担当者

が原因食材の混入がないことを確認して取り分ける。 

・ 事前に決められた確認箇所で、事前に決められた方法（ダブルチェック、声出し指差し等）

での確認を徹底する。流れ作業にならないように配慮し、安全確保に努める。 

・ 一般の給食と同じように温度管理、保存食の採取、検食を行う。 

・ アレルゲンの混入や取り忘れが起こった場合は、提供を中止する。 

③ 配食  

・ 材料表、除去食指示表を基に誤調理がないか複数の調理員でダブルチェックする。 

・ 食物アレルギー対応食の個人容器は、学校名・学年・組・児童生徒名を記載し、誤配や誤食

を防ぐ工夫をする。 

④ 配送・配膳  

・ わかりやすい表示を心がけ、配送先を間違えない工夫をする。 

・ 配送の際は、複数の調理員等でダブルチェックする。 

・ 受配校と連携を密にして、受け取りの確認を誰がするかなどを事前に決めておく。 

（４）全ての事故及びヒヤリハット事例の報告 

全ての学校給食関係者は、全ての事故及びヒヤリハット事例について、状況や原因について管理

職に報告し、防止対応策を検討します。施設長は、事故やヒヤリハット事例について、市教育委員

会へ報告し情報を共有します。 

（５）学校給食共同調理場における対応の評価 

学校給食共同調理場長は学校給食共同調理場の施設・設備や人員等の実態と安全に学校給食にお

いて提供できる食物アレルギー対応食について定期的に整理し、市の食物アレルギー対応検討委員

会に報告し、学校給食における食物アレルギー対応方法の充実を図るための検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

24 

  

 資料１ 

年 月 吉日  

 

保護者 各位 

津島市学校給食共同調理場    

 

学校給食用物資の成分表及びアレルギー表示について 

学校給食で使用する加工食品の成分表及びアレルギー表示を、下記の要項により提供します。 

記 

成分表は「主食物資」、「学期物資（４～７月・９～３月物資）」、「献立物資」の３種類あります。

成分表及びアレルギー表示は物資納入業者から提出されたものです。 

名称 配布回数及び時期 備考 

主食物資 年１回配布 

・４月(年度当初) 

・主食（パン・めん・米飯）は、１年間、同じ物資を使用します。 

・主食の規格量も記載しています。 

・「献立物資」では、学期欄に「主食」と記載します。 

学期物資 年２回配布 

･４月(4～7月分) 

･８月(9～3月分) 

・使用頻度の多い物資を「学期物資」とし、番号をつけていま

す。 

・期間内は、同じ物資を使用します。 

・「献立物資」の学期欄に記載している番号は、「学期物資」

の番号になります。 

献立物資 毎月配布 

・献立を実施する 

月の前月末 

・一日分の給食献立に使用する材料名及び可食目安量が

記載されています。余白に成分表及びアレルギー表示を

貼付します。 

・肉・野菜類については、単独食材のためアレルギー表示を

省略し、学期欄に「肉類」「野菜類」と記載します。特定原

材料及び特定原材料に準ずるもの(２8品目)に含まれる食

材もありますので、ご注意ください。 

・「主食物資」「学期物資」以外に使用する物資は、学期欄に

手書きで番号を記載します。 

・一日分が複数枚に分かれる場合があります。 

・セレクト給食（年 3 回実施）に使用するセレクト物資（おか

ず・デザート等）の成分表は、実施月の前月の最後に添付

します。なお、実施月にも再度、配布します。 

【問い合わせ先】 

学校名 調理場名 電話番号 

神守小、蛭間小、高台寺小、神島田小、神守中 神 守 調 理 場 ２ ６ － ２ ６ ２ ０ 

東小、西小、天王中、藤浪中、暁中 暁 調 理 場 ２ ６ － ２ ８ ０ ０ 

南小  ２ ６ － ３ ３ ４ ８ 

北小  ２ ６ － ２ ５ ９ ７ 
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資料１ 

「主食物資」の成分表及びアレルギー表示 

① パンの資材配合 
                                           対粉率（単位：％） 

種 類 

資材名 

スライス 

パ ン 

ロール 

パン 

ミルク 

ロールパン 

レーズン 

ロールパン 

く ろ 

ロールパン 

小 型 

ロールパン 

サンドイッチロールパン 

サンドイッチバンズパン 

小 麦 粉  100 100 100 100 100 100 100 

脱 脂 粉 乳 2 6 8 6 6 6 6 

ショートニング 2 7 7 7 7 4 7 

砂 糖 7 10 10 10 － 10 10 

イ ー ス ト 3 3 3 3 3 3 3 

ｲ ｰ ｽ ﾄ ﾌ ｰ ﾄ ﾞ  0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

精 製 塩  1.8 1.6 1.6 1.6 1.5 1.6 1.6 

加 工 黒 糖  － － － － 15  － 

レ ー ズ ン － － － 20 － － － 

マ ー ガ リ ン  5 9 － － － 4 － 

カ ラ メ ル － － － － 0.25 － － 

※パン用小麦粉には、県内産小麦粉（ゆめあかり）がすべて５０％入っています。 

 （外麦５０％は、アメリカ・カナダです。） 

                                           対粉率（単位：％） 

種 類 

資材名 

クロス 

ロールパン 
クロワッサン りんごパン 

愛知の 

ツイストパン 

あいちの米粉パ

ン５０ 
米粉パン 

（小麦入り） 

小 麦 粉  100 80 100 100 50 － 

米粉ミックス粉 － － － － 50 100 

薄 力 粉  － 20 － － － － 

脱 脂 粉 乳 6 4 2 6 3 3 

ショートニング 7 5 2 7 10 8 

砂 糖 10 10 4 10 10 6 

イ ー ス ト 3 7 3 3 3 3 

ｲ ｰ ｽ ﾄ ﾌ ｰ ド 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1   － 

精 製 塩  1.6 1.6 1.8 1.6 2.0 2.0 

マ ー ガ リ ン  9 － 5 9 － － 

折込マーガリン － 50 － － － － 

リンゴチップ － － 20 － － － 

製菓材料 － － － － － 4 

※愛知のツイストパンの小麦粉は、県内産小麦粉(ゆめあかり)が１００％(内グルテン２％)入っています。 

※米粉ミックス粉は、県内産米が１００％(内グルテン２０％)入っています。 

※製菓材料とは米粉パン用資材ですが、詳しくは別紙３の米粉パン(小麦入り）の取扱いをご覧ください。 
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資料１ 

② ナン（県産麦入り）の資材配合                           
          対粉率（単位：％） 

資 材 名 割     合 

小 麦 粉 １００ 

精 製 塩 １．３ 

砂 糖 ２ 

ショートニング １ 

イースト １ 

菜種油 ０．９ 

※小麦粉には県内産小麦粉(ゆめあかり)が 50％入っています。（外麦 50％は、アメリカ・カナダ産です。） 

 

③ ソフトスパゲティ式めんの資材配合 
          対粉率（単位：％） 

資 材 名 割     合 

小 麦 粉 １００ 

精 製 塩 ２．６ 

※小麦粉には、県内産小麦粉（ゆめあかり）が 50％入っています。 

（外麦 50％は、アメリカ・カナダ産です。） 

 

④ 白玉うどんの資材配合 

                      対粉率（単位：％） 

資 材 名 割     合 

小麦粉(とうもろこしでん粉５％含む) １００ 

精 製 塩 ３．７ 

※小麦粉には、県内産小麦粉（きぬあかり）がすべて 100％（内とうもろこし澱粉５％）入っています。 

 

⑤ 中華めん（ラーメン）の資材配合 

                   対粉率（単位：％） 

資 材 名 割     合 

小麦粉 １００ 

くちなし色素 ０．１１ 

粉末かんすい ０．８ 

精 製 塩 ０．７ 

※小麦粉には、県内産小麦粉（ゆめあかり 50％・きぬあかり 50％）100％です。 

 

⑥ きしめんの資材配合 

                      対粉率（単位：％） 

資 材 名 割     合 

小麦粉(とうもろこしでん粉７％含む) １００ 

精 製 塩 ３．１ 

※小麦粉には、県内産小麦粉（きぬあかり）が 100％（内とうもろこし澱粉５％）入っています。 
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資料１ 

⑦ 米飯の資材配合                                  

                                               単位：％ 

種類 

資材名 
白飯 

三河赤鶏 

五目ごはん 

わかめ 

ごはん 

麦 

ごはん 
赤飯 

金芽ロウカット  

玄米ごはん 

愛知の 

さつま芋 

ごはん 

五穀 

ごはん 

あいちの 

大根葉 

ごはん 

うるち精米 100 100 100 90 50 70 100 90 100 

も ち 精 米 － － － － 50 － － － － 

ロウカット玄米 － － － － － 30 － － － 

強 化 米 0.30 0.30 0.30 0.27 0.15 0.21 0.30 0.27 0.30 

三 河 赤 鶏 

たきこみ五目 
－ 50 － － － － － － － 

わ か め － － 3 － － － － － － 

精 麦 － － － 10 － － － － － 

ゆであずき － － － － 20 － － － － 

県産さつま芋

（ カ ッ ト ） 
－ － － － － － 15 － － 

愛学給五穀

※ 
－ － － － － － － 10 － 

愛 知 県 産 

乾燥大根葉 
－ － － － － － － － 4 

精 製 塩 － － － － 1.0 － － － － 

※愛学給五穀は、大麦７０％、発芽玄米１０％、黒米９％、もちきび８％、赤米３％をミックスしてい

ます。 
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資料４－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※共同調理場（受配校用） 

用） 
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                     資料４－２ 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※単独調理校用 



 

34 

  

 

Ⅳ 緊急時の対応 

１ 緊急時に備える対応 

  食物アレルギーの児童生徒を把握した時点で、「個別の取組プラン（決定）」（様式６）「緊急時個別

対応マニュアル」（様式７）の作成以外に以下の対応を行います。 

（１）協力依頼 

   津島市消防署、学校医または主治医への連絡・協力依頼 

（２）保護者との連携 

  ・保護者より学校に飲み薬や塗り薬などの常備薬の携帯依頼がある場合は、その管理と使用につい

て十分な説明を受け理解する。 

  ・誤食や学校で具合が悪くなったときの緊急時の連絡体制について確認し、共通理解をする。 

  ・主治医からの指示内容について、詳しく説明を受ける。 

  ・食物アレルギー症状出現状態を把握する方法又は出現を判断するために詳細な様子・状況を把握

する方法を知る。 

（３）本人への指導 

・食物アレルギー症状出現時に周囲の人への伝達方法について理解する。 

・誤食時に周りの人への伝達方法について理解する。 

（４）養護教諭の配慮事項（自己注射液・治療薬） 

   即時型の食物アレルギー症状に対する治療薬（エピペンⓇ・抗ヒスタミン薬・抗アレルギー薬・

気管支拡張薬・ステロイド薬など）を医師から処方されて携帯している児童生徒に対し、下記の点

に留意します。 

＜薬の校内での携帯、使用の際の留意点＞ 

・保護者や主治医からの依頼で、薬の携帯を希望する児童生徒を把握する。 

・保護者から薬の保管を求められた場合は、その薬を児童生徒が自己管理できるかどうかを確

認する。 

・必要に応じ、医師の指示書などの提出を求めることも考慮する。 

・エピペン®の使用については特別な注意を必要とするため、保護者、医師等と十分に連携を

とり、確認をしておく。 

・学校の対応を検討し、できること・できないことを説明した上で、保護者と確認をする。 

 

２ 緊急時の判断と対応 

食物アレルギー症状が出始めてから走ったり、激しく動きまわったりすると、症状が急激に悪化す

る危険性があります。 

局所的なじんましんなど軽い症状が現れた場合でも、じんましんが消えるまでは保健室で休ませる

など、慎重な対応をとる必要があります。 

  また、対応する教職員が交代する場合には経過や現状を確実に伝え、食物アレルギー症状が完全に

消えるまで観察を続けます。 

軽い症状であっても、食物アレルギー症状が現れた児童生徒を一人で帰宅させてはいけません。症

状が落ち着いた後にもう一度症状が現れる（「二相性反応」といわれる。）場合があります。 
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（１）食物アレルギーを有する児童生徒が体調の変化を訴えた場合 

食物アレルギー症状は、軽いじんましんから、気管支ぜん息やアナフィラキシーのように緊急の対

応を要するものまで幅広くあります。いずれの場合も、常に食物アレルギーによる症状である可能

性を考えて観察し、アナフィラキシー症状に対して迅速に対応します。 

（２）基本的な対応方法 

食物アレルギー症状が現れたら、危機管理マニュアル（食物アレルギー）で定められた役割分担 

  に従い各教職員が対応します。保護者とすぐに連携がとれない場合でも適切な対応ができるように、

薬の服用やエピペン®を使用するタイミングについて、事前に保護者と共通理解を図り「個別の取

組プラン（決定）」（様式６）及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）に明記しておきます。 

（３）エピペン®の使用 

軽い症状の場合でも本人の手元にエピペンを準備し、必要時に使用できるよう、本人と教職員で

使い方の確認をしておきます。緊急性が高いアレルギー症状が１つでもあれば、エピペン®を使用

します。また、アナフィラキシーショックを疑う場合もエピペン®を使用します。呼びかけに反応

がなく、普段通りの呼吸がなければただちにＡＥD で心肺蘇生を開始します。なお、エピペン®を

使用した場合は、必ず救急車で医療機関へ搬送します。 

エピペン®は本人または保護者が注射する目的で作られたもので、注射の方法やタイミングは医

師から処方される際に十分な指導を受けています。 

しかし、アナフィラキシーの進行は一般的に急速であり、エピペン®が手元にありながら症状に

よっては児童生徒が自己注射できない場合も想定されます。 

児童生徒がアナフィラキシーショックに陥り生命が危険な状態である場合について、「学校のア

レルギー疾患に対する取り組みガイドライン」（文部科学省監修・公益財団法人日本学校保健会発

行）において示している内容に即して行うことは認められています。（医療法違反とはなりません。

）エピペン®の保管場所等については、事前に保護者と共通理解を図り「個別の取組プラン（決定）

」（様式６）」及び「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）に明記しておきます。 

 

 

 

 

 

（４）処方されている薬の使用 

一般にアレルギー症状に対して処方されている薬（抗ヒスタミン薬、ステロイド薬、気管支拡張

薬）は、早期に服用しても重大な副作用はないと考えてよいです。薬を服用させた後は安静にさせ、

観察を続けます。薬を服用した後でも、緊急性の高い症状になった場合は、エピペン®を速やかに

使用します。 

（５）食物アレルギーを有する児童生徒が誤食した場合 

誤食した場合は、数分から 4 時間後まで、症状が現れる可能性を念頭に置き、体調の変化を観

察します。さらに、誤食が確認された時点で保護者に連絡します。誤食の事実が確認できない場

合であっても、児童生徒が症状を訴えた時点で、食物アレルギーによる症状である可能性を考え

た対応を行います。 

＜エピペン®の保管方法＞ 

・光で分解されやすいため、携帯用ケースに収め、遮光した状態で保管します。 

・15～30℃での保存が望ましいので、冷蔵庫や日光の当たる高温の場所には

放置しないようにしましょう。 
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３ 緊急時の対応のための体制づくり 

  アナフィラキシーは、非常に短時間のうちに重篤な状態に陥ることがあります。緊急時に適切な対

応ができるよう、あらかじめ決めておいた緊急体制に沿って、管理職のリーダーシップの下、全職員

が適切な役割を分担し、一丸となって対応できる体制を整備しておく必要があります。 
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「緊急時個別対応マニュアル」を持ってくる 

 
□救急隊とのやり取りなどを記録 
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Ⅴ 安全（事故防止）への対応 

１ 安全・安心な学校生活への対応の基本 

  食物アレルギーを有する児童生徒が学校生活を安全・安心に過ごすためには、全ての教職員が食

物アレルギーの特徴をよく知ることや、個々の児童生徒の症状等の特徴を把握して対応することが

基本となります。 

  緊急時に備えて、危機管理マニュアル（食物アレルギー）と「緊急時個別対応マニュアル」(様

式７)を作成し、全ての教職員へ周知します。また、緊急時に適切な対応をするためには、定期的

に緊急時対応の訓練（シミュレーション）をすることが大切です。内服薬やエピペン®の保管場所、

保護者の連絡先、緊急時における教職員の役割分担、エピペン®の使い方、救急車の呼び方など、

具体的に確認しておきます。 

  

２ 研修の実施 

  平成２７年３月に文部科学省と公益財団法人日本学校保健会が作成した「学校におけるアレルギ

ー疾患対応資料（ⅮⅤⅮ）」等の資料を活用し、食物アレルギー疾患に対する基礎知識を共有する

とともに、緊急時には、迅速に動けるよう、正しい知識と適切な対応を身に付けることが必要です。

（参考資料「学校における食物アレルギー対応の手引き」愛知県教育委員会監修） 

 

３ 事故報告及びヒヤリハット事例の収集・周知 

  食物アレルギー対応で事故やヒヤリハットが発生する場合は、大きく２つに分けられます。 

  一つは誤食が原因で起きる食物アレルギー症状であり、もう一つは食物アレルギー発症時におけ

る対応が適切に行われないことによる症状です。症状の悪化は、生命を危機的な状況に陥らせるこ

ともあります。 

  事故報告及びヒヤリハット事例を収集し周知することは、事故やヒヤリハットが発症した学校や

調理場だけでなく、他の学校や調理場の教職員に対する注意喚起につながり、教職員の危険に対す

る意識を高めるとともに、収集された事例から、これまで気付かなかった事故の可能性が認識され

ることもあります。事故やヒヤリハットについて、対応策を検討・実施することは、児童生徒が安

全・安心な学校生活を過ごすために重要です。 

（１）事故発生報告について 

愛知県では、平成２６年４月から、「学校管理下において、エピペン®を使用するに至った 

場合」に事故の発生について報告を提出することになっています。 

⇒報告様式は愛知県教育員会監修の「学校における食物アレルギー対応の手引」(様式８～12) 

（２）ヒヤリハット事例の報告について 

 平成２７年 3月に文部科学省から示された「学校給食における食物アレルギー対応指針」では、

学校及び調理場は、全ての事故及びヒヤリハットについて市町村教育委員会へ随時報告すること

とされています。 

愛知県教育委員会は、「学校給食の管理と指導」（七訂版）において、学校給食における遺物混

入等の対応について、食物アレルゲンについても危害要因の一つとして挙げており、健康被害が

生じた場合及びその恐れがある場合は、学校給食の事故報告書を提出することとしています。 

各学校及び調理場においては、市教育委員会の方針に基づき、学校給食以外のヒヤリハット事
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例においても、「食物アレルギー対応におけるヒヤリハット報告書（様式 10）」等を使って管理職

へ報告し、校内の食物アレルギー対応委員会等で対策について検討することが大切です。 

   【参考】 

     学校給食における食物アレルギーヒヤリハット事例集（抜粋） 

      http://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/144036_175987_misc.pdf 
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津島市学校における食物アレルギー対応検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第 1条 市立の小学校及び中学校における学校に係る食物アレルギー（以下「食物アレルギー」とい

う。）の対応を検討するため、津島市学校における食物アレルギー対応検討委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる所掌事項について協議及び検討を行う。 

(1) 食物アレルギーを持つ児童生徒に対する学校給食の適切な対応方針に関すること。 

(2) 学校における食物アレルギー対応の手引に関すること。 

(3) 前 2号に掲げるもののほか、食物アレルギーに関して必要な事項。 

（組織） 

第３条 委員会は、20人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 津島市民病院医師 

(2) 津島市消防機関の代表 

(3) 校長会長 

(4) 給食担当校長 

(5) 養護教諭の代表 

(6) 学校給食関係者（各調理委託業者）の代表 

(7) 教育委員会の代表（学校教育課長・指導主事・場長） 

(8) 給食主任の代表 

(9) 栄養教諭・学校栄養職員の代表 

(10) その他必要に応じて委員長が招集する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は 2年とし、再任を防げない。ただし、補欠により委嘱され、又は任命された委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、給食担当校長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名した委員が委員長の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて召集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、神守学校給食共同調理場、又は暁学校給食共同調理場において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 
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附  則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この告示の公示以後、初めての委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、令和２年３月 31 日

までとする。 

 附  則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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津島市学校における食物アレルギー対応実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、食物アレルギー疾患を持つ園児、児童及び生徒（以下「児童等」という）に対し

て、幼稚園、小学校、中学校（以下「学校」という）における食物アレルギー対応（以下「食物アレ

ルギー対応」という）を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）食物アレルギー：特定の食物を摂取する子によって、皮膚、呼吸器、消化器又は全身に生じるア

レルギー反応をいう。 

（2）アレルゲン：アレルギー症状を引き起こす原因となる食材のことを言う。 

（3）アナフィラキシー：皮膚、消化器、呼吸器等、複数の臓器に重症のアレルギー症状が複数出現す

る状態をいう。 

（4）アナフィラシキーショック：アナフィラキシーに血圧の低下や意識障害（意識がもうろう、呼び

かけに反応できないなど）を伴い、生命に危機を与えることもあるような状態をいう。 

（5）自己管理喫食：食物アレルギー疾患を有する児童等が、給食からアレルゲンを自ら除去して喫食

することをいう。 

（6）除去食：給食からアレルゲンを除去し、提供することをいう。 

（対象児童生徒） 

第３条 食物アレルギー対応の対象とする児童等は、医師による食事療法等の診断がある児童等とする。 

（食物アレルギーの把握） 

第４条 食物アレルギーの把握：幼稚園は、入園前、小学校は、「食物アレルギー状況調査」（様式１）

にて就学時健康診断の際、中学校は、入学前に保護者に確認するものとする。 

（食物アレルギー対応の内容等） 

第５条 食物アレルギー対応は、医師の診断書及び津島市教育委員会（以下「市教育委員会」という）

の決定下で、次に掲げる事項を行うものとする。 

（1）アレルギー成分表を提供する。 

（2）完全弁当持参を保護者に依頼する。 

（3）一部弁当持参を保護者に依頼する。 

（4）除去食の提供を行う。除去対象となるアレルゲン：単独調理場は、乳・卵・えび・かにとする。

調理場受配校は乳・卵とする。 

（5）学校生活の授業・部活動等で、食物アレルギーに伴う食物依存性運動誘発アナフィラキシーによ

り、活動自体に支障が起こる可能性がある場合は配慮する。 

（申請） 

第６条 申請は、次の各号に掲げる申請書及び添付書類により定めることとする。 

１ 食物アレルギー対応を希望する児童等の保護者は、「食物アレルギー対応申請書（新規・継続）」（様

式２－１）に、医師の診断による「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」、「食物アレルギーの

経過及び対応状況申告書」（様式３）、「家庭における除去申告書（保護者記入用）」（様式４）を添付

し、学校長に提出する。 
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２ 食物アレルギー対応を継続して希望する児童等の保護者は、継続したい前年度の９月末日までに同

条第１項に規定する申請書及び添付書類を学校長に提出する。 

３ 食物アレルギー対応の変更又は中止を希望する児童等の保護者は、「食物アレルギー対応申請書（変

更・中止）」（様式２－２）に、変更又は中止する前月までに同条第１項に規定する添付書類を添付し、

学校長に提出する。 

ただし、中止の場合は、「学校生活管理票（アレルギー疾患用）」は添付しなくてもよい。 

（面談） 

第７条 前条による申請及び添付書類を保護者から提出された学校は、「面談記録票（個人調査票）」（様

式５）を基に、保護者と面談等（市教育委員会も含む場合もある）を行い、「個別の取組プラン」（様

式６）、「緊急時個別対応マニュアル」（様式７）を作成するものとする。 

（学校における決定） 

第８条 前条での面談等を終えた学校は、校内食物アレルギー対応委員会を開催し、対処方法の検討又

は決定を行い、エピペンの保持・成分表配付及び除去食（完全弁当及び一部弁当持参）が必要な児童

等については、「学校における食物アレルギー対応について（申請）」（様式８）により教育委員会に

提出するものとする。 

（市教育委員会の決定） 

第９条 市教育委員会は、前条により申請があった場合、速やかに審査し適当であると承認したときは、

学校長に「食物アレルギー対応実施について（通知）」（様式９－１）を通知し、保護者に「食物アレ

ルギー対応実施について（通知）」（様式９－２）を通知する。 

（適用） 

第 10 条 食物アレルギーの対応は、基本的には承認した日の属する月の翌月から適用する。 

（有効期限） 

第 11 条 食物アレルギー対応の有効期限は、承認した年度の３月 31 日までとする。 

（ヒヤリハットの報告） 

第 12 条 学校、単独調理及び共同調理場は、全ての事故及びヒヤリハットについて「食物アレルギー

対応におけるヒヤリハット報告書」（様式 10）により教育委員会に報告するものとする。 

附 則 

 この要領は、平成 30 年４月１日から適用する。 

 この要領は、令和元年７月 12 日から適用する。 

 

 

 



 

48 

  

津島市食物アレルギー対応書類様式集 

 

・食物アレルギー状況調査票（様式１）・・・・・・・・・・・・・・ 49 

 

・食物アレルギー対応申請書（新規・継続）（様式２－１）・・・・・・50 

 

・食物アレルギー対応申請書（変更・中止）（様式２－２）・・・・・・51 

 

・食物アレルギーの経過及び対応状況申告書（様式３）・・・・・・・ 52～53 

 

・家庭における除去申告書（様式４）・・・・・・・・・・・・・・・ 54 

 

・面談記録票（様式５）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55～56 

 

・個別の取組プラン（案･決定）（様式６）・・・・・・・・・・・・・ 57～58 

 

・緊急時個別対応マニュアル（様式７）・・・・・・・・・・・・・・ 59 
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                            小学校 №    

保 護 者 様 

津島市教育委員会 

食物アレルギー状況調査票（保護者の方がご記入ください） 

  来年度、就学されるお子さんについて、事前に食物アレルギーの状況を把握するため、 

食物アレルギーに関する調査を行っています。つきましては、下記に必要事項をご記入 

の上、就学時健康診断時にご提出下さい。 

児童名
ふ り が な

            性別 男・女  生年月日     年  月  日 

保護者名                電話番号                

住所 〒                                    

１ 現在、食物アレルギーはありますか。（該当するものに○をつけてください。） 

  〔 ある・ない 〕 

２ あると答えた方にお尋ねします。医師の診断を受け除去している食物はありますか。 

  〔 ある・ない 〕 

   あると答えた方は、診断を受けた病院・医療機関・主治医の名前をご記入ください。 

   病院・医療機関               主治医            

３ 除去している方は、ご記入ください。 

原因食品 発症の症状 現在の摂食状況 

 

 

 

 

  

 

 

 

  「記入例」 

原因食品 発症の症状 現在の摂食状況 

鶏卵 発疹 つなぎ程度は食べている 

そば 食べたことがない 完全除去 

ピーナッツ 発疹、ショック 完全除去 

４ アレルギー症状がおきてしまった場合の対応について、ご記入ください。 

（例：塗り薬、飲み薬、エピペン使用） 

 

 

 

５ 学校給食での食物アレルギー対応を希望しますか。 

[ 希望する・希望しない ] 

６ 学校給食以外での食物アレルギー対応を希望しますか。（例：校外学習、調理実習） 

[ 希望する・希望しない ]  

７ 牛乳代金減額を希望しますか。[ 希望する・希望しない ] 

希望する場合の理由 

 

様式１ 

学校記入欄 

□ 申請書類配付済 

□ 牛乳代金減額申請書配付済 
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食物アレルギー対応申請書（ 新規・継続 ） 

 （ 新入学 ・ 転入 ・在学中 ） 

提出日       年   月   日 

津島市立       学校長 様 

保護者氏名             ㊞ 

ふりがな 

児童生徒氏名 

 

 
生年月日      年  月  日 

性   別 男  ・  女 学年・学級       年      組 

住   所 
〒                                  

℡ (       )          −            

１ 食物アレルギー対応について、下記の必要書類を添えて申請します。（該当する箇所を☑してください。） 

□ 新規申請 

□ 継続申請 

□ 状況に変化はない。   

□ 症状に変化がある。（変化したこと                 ） 

   添付書類 

・学校生活管理指導表（アレルギー疾患用） 

・食物アレルギーの経過及び対応状況申告書【様式３】 

・家庭における除去申告書【様式４】 

 

２ 食物アレルギーに関して、学校で次の対応を希望します。（該当する箇所を☑してください。） 

□ エピペン®の所持             □ 学校給食（除去食、成分表、弁当等）    

□ 食品を扱う授業や活動           □ 体育・部活動等の運動を伴う授業や活動 

□ 校外活動（宿泊を伴う校外活動を含む） 

□ その他希望する事柄（                               ） 

 

３ 学校での食物アレルギー対応に当たっては、下記のことを理解して同意します。 

  （下記の全ての項目を確認の上、☑してください。） 

□ この申請書及び食物アレルギー対応の内容は、学校の教職員全てに共有されること。 

□ 学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）の記載内容について、学校から主治医に直接確認するこ

とがあること。 

□ 申請内容は審査の結果により全てが実現されるとは限らず、食物アレルギー対応については、面談

を行った上で食物アレルギー対応に関する委員会で決定されること。 

□ 定期的及び必要に応じて、対応内容について学校側と協議する必要があること。 

□ 学校給食の対応において、栄養・献立面で不足が生じる可能性があること。 

□ 学校給食の対応において、栄養・献立面に不足が生じ、一部弁当持参が必要な場合があること。 

□ 学校給食を安全に提供することが困難な場合は、完全弁当(毎日)持参となる場合があること。 

□ 症状に変化があった場合は、速やかに連絡申請すること。 

 

４ これまでの対応を記入してください。 

園・学校名  (学校)給食対応 有 ・ 無 ・ 毎日弁当 

対応内容 
 

 

様式２－１ 
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 食物アレルギー対応申請書（ 変更・中止 ） 

 

提出日       年   月   日 

津島市立       学校長 様 

保護者氏名             ㊞ 

ふりがな 

児童生徒氏名 

 

 
生年月日      年  月  日 

性   別 男  ・  女 学年・学級       年      組 

住   所 
〒                                 

℡ (       )          −            

 

１ 食物アレルギーに関して、学校で次の対応を希望します。（該当する箇所を☑してください。） 

□ エピペン®の所持             □ 学校給食（除去食、成分表、弁当等）    

□ 食品を扱う授業や活動          □ 体育・部活動等の運動を伴う授業や活動 

□ 校外活動（宿泊を伴う校外活動を含む）  □ 食物アレルギー対応の解除により中止する 

□ その他希望する事柄（                               ） 

 

２ 変更・中止 の内容と理由（具体的に記入してください。） 

 

 

 

 

 
 

３ 下記の必要書類を添えて申請します。 

⑴ 学校生活管理指導表（アレルギー疾患用） 

⑵ 食物アレルギーの経過及び対応状況申告書【様式３】 

⑶ 家庭における除去申告書【様式４】 

 

４ 学校での食物アレルギー対応に当たっては、下記のことを理解して同意します。 

  （下記の全ての項目を確認の上、該当する箇所を☑してください。） 

□ この申請書及び食物アレルギー対応の内容は、学校の教職員全てに共有されること。 

□ 学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）の記載内容について、学校から主治医に直接確認するこ

とがあること。 

□ 申請内容は審査の結果により全てが実現されるとは限らず、食物アレルギー対応については、面談

を行った上で食物アレルギー対応に関する委員会で決定されること。 

□ 定期的及び必要に応じて、対応内容について学校側と協議する必要があること。 

□ 学校給食の対応において、栄養・献立面で不足が生じる可能性があること。 

□ 学校給食の対応において、栄養・献立面に不足が生じ、一部弁当持参が必要な場合があること。 

□ 学校給食を安全に提供することが困難な場合は、完全弁当(毎日)持参となる場合があること。 

様式２－２ 

 

 

 

※食物アレルギー対応申請を中止する場合は、

⑵の食物アレルギーの経過及び対応状況申告書

【様式３】のみ添付してください。 

※転校による中止の場合は必要ありません。 
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食物アレルギーの経過及び対応状況申告書 
 

申 告 日     年  月  日 

津島市立         学校長 様 

 

児童生徒氏名                  生年月日      年  月  日 

 

 

保護者氏名               ㊞ 

 １ 児童生徒の食物アレルギー対応を申請するに当たり、これまでの経過及び希望する対応につ

いて、以下のとおり申告します。（原因食品１つずつにそれぞれ記入してください。欄が不足する場合 

は裏面を使用してください。） 

原因食品 

（該当する項目一品に☑） 

希望する対応 

（該当する項目全てに☑） 

摂取時に経験した症状 

（該当する項目全てに☑） 

血液 

検査等 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

  ※裏面に続く 

２ 食物アレルギーについての受診状況は以下のとおりです。（該当する項目全てに☑） 

医療機関名                     医師名               

□ この申告書は、上記の医師の確認を受けています。 

□ 上記の医療機関には（およそ   ヶ月ごと・年 1回以上・必要時）に受診しています。 

□ 最後に受診した時期は（令和   年   月   日）です。  

□ 緊急時に使用するため、下記の薬剤を処方されています。  

□エピペン® □ 飲み薬※ □ 吸入薬※ ※薬品名（                ） 

□ 必要により、学校から医療機関へ診療情報を照会することを了承します。 

□ 学校での食物アレルギー対応は必要ないことを上記の医療機関により確認を受けています。 

 ※食物アレルギー対応を中止する場合のみ☑を入れてください。 
 

様式３表 

ふりがな 
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３ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

原因食品 

（該当する項目一品に☑） 

希望する対応 

（該当する項目全てに☑） 

摂取時に経験した症状 

（該当する項目全てに☑） 

血液 

検査等 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

□ 卵 

□ 牛乳・乳製品 

□ 小麦 

□ そば 

□ ピーナッツ 

□ えび・かに 

□ その他 

（      ） 

□ 学校給食 

  □完全弁当 

  □給食対応 

□ 食品を扱う授業・活動 

□ 体育・部運動等運動 

□ 校外活動(宿泊含む) 

□ その他注意事項 

（        ） 

□ 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

□ 湿疹など遅発型皮膚症状 

□ 口腔・粘膜症状 

□ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

□ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

□ ショック症状 

□ その他（          ） 

症状確認時期     年   月頃 

□陽性 

 

□陰性 

 

□未実施 

様式３裏 
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家庭における除去申告書 （保護者記入用） 

この資料は、家庭で除去されているものを確認するものです。家庭で食べているも
のに○、食べていないものに×を（  ）に記入してください。同じ欄に○×が混在
している場合は、食品ごとに記入していただいても構いません。 

   卵 

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 

４ 
生卵、生の卵白が含まれる食品 （一部のシャーベット、一部のホイップクリーム 

など） 
（  ） 

３ 

加熱した卵料理 （ゆで卵、卵焼き、オムレツ、目玉焼きなど） （  ） 

生の卵黄が含まれる食品 （アイスクリーム、マヨネーズ、カスタードクリーム 
など） 

（  ） 

加熱した卵白が相当量含まれる食品 （プリン、茶碗蒸し、卵とじ、玉子スープ 
など） 

（  ） 

２ 

加熱した卵が含まれる食品 （ケーキ、カステラ、クッキー、菓子パン、ドーナ
ツ、天ぷら・フライなどの衣 など） 

（  ） 

つなぎに卵が含まれる食品 （かまぼこ、ちくわ、ハム、ソーセージ、中華麺 

など） 
（  ） 

１ 全卵を極めて微量に含む食品 （一部の食パン、天ぷら粉、麺類のつなぎ） （  ） 
 

牛乳・乳製品 

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 

４ 
生の牛乳、牛乳を主原料とした食品 （牛乳、調整粉乳、練乳 など） （   ） 

生の牛乳を用いた食品 （生クリーム、アイスクリーム など） （   ） 

３ 

牛乳が相当量含まれる食品 （プリン、ババロア、クリームシチュー、ホワイト
ソース、ポタージュ など） 

（   ） 

チーズ、ヨーグルト、バターやこれらを主要な原材料として用いた食品 （   ） 

２ 

牛乳を多く用いたお菓子類 （ケーキ、菓子パン、チョコレート、ドーナツ、カステラ 

など） 
（   ） 

つなぎにカゼインを使用した食品 （一部のハム、ソーセージ など） （   ） 

１ 

乳を含むマーガリン、ショートニング （   ） 

牛乳やバターが少量含まれる食品 （食パン、ビスケット、クッキー など） （   ） 

乳糖 （   ） 

 

小麦・麦製品 

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 
３ 小麦を主成分とした食品 （パン、うどん、パスタ、中華麺、麩、ケーキ など） （   ） 

２ 
小麦を少量使用した食品 （肉・練り製品のつなぎ、カレーなどのルウ、フライ

や天ぷらの衣 、麦ごはんなど） 
（   ） 

１ 味噌、しょうゆ、酢  （   ） 

 

 

 

 

 

 

 

肉類            

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 

２ 肉そのもの（牛肉、鶏肉、豚肉 など） （   ） 

１ 肉・骨などを使用したスープ（コンソメ、ルウ など） （   ） 

 

魚介類・甲殻類 

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 

２ 甲殻類・魚そのもの （えび、かに、いか、魚、貝 など） （   ） 

１ 魚介類を使用したスープなど （だし、 ソースの一部 など） （   ） 

その他 魚卵 （子持ちししゃも、たらこ など） （   ） 

備考（×な魚介類を列記） 
 

 

大豆・大豆加工品および豆類 

食品区分 食  品  リ  ス  ト ○ × 

３ 大豆、枝豆、おから （   ） 

２ 

豆乳、豆腐、厚揚げ、油揚げ、がんもどき など （   ） 

納豆、きな粉、またその加工品 （   ） 

市販植物油のほとんど （大豆油、天ぷら油、サラダ油など） （   ） 

マーガリン、ルウ （   ） 

１ 
豆類（あずき、もやし、インゲン豆、グリンピース など） （   ） 

味噌、しょうゆ など （   ） 

 
その他 ： ×の食材をチェックして、具体的な品名を列記して下さい。 

□野菜 □果物 □そば □米 □ナッツ類 □ごま □その他 

 

 

 

津島市立    学校   年   組 児童生徒氏名            

記入日    年   月   日 保護者氏名             ㊞  

 

様式４ 

ふりがな 
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面談記録票（個人調査票） 

   

津島市立       学校 
 

 年   組 

 

ふ り が な 

氏 名 
 男 ・ 女 実施日      年  月  日 

出席者 

保護者氏名（          ） 

校長、教頭、給食主任、学級担任、養護教諭、栄養教諭・学校栄養職員、市教育委員会、その他 

（                                        ） 

アレルゲン 具体的な食品名等 
特記事項を※番号で記入 

症状確認時期 診断 

根拠 

摂取時に表

れた症状 
希望する対応 

1 卵        年   月頃 

2 乳        年   月頃 

3 小麦        年   月頃 

4         年   月頃 

5         年   月頃 

6         年   月頃 

7         年   月頃 

8         年   月頃 

 ※ 特  記  事  項 

診
断 
根
拠 

① 明らかな症状の既往 

② 食物経口負荷試験陽性 

③ ｌｇE抗体など検査試験結果が陽性 

摂
取
時
に
表
れ
た
症
状 

① 発赤、じんましんなど即時型皮膚症状 

② 湿疹など遅発型皮膚症状 

③ 口腔・粘膜症状 

④ 咳、ぜん息など呼吸器症状 

⑤ 腹痛、嘔吐など消化器症状 

⑥ アナフィラキシーショック症状 

⑦ その他（                                                         ） 

希
望
す
る
対
応 

① エピペン®の管理 

② 学校給食：完全弁当持参 

③ 学校給食：ア 無配膳対応     イ 除去食提供対応     ウ 一部弁当持参 

④ 食品を扱う授業・活動 

⑤ 体育・部活動等の運動を伴う授業や活動 

⑥ 校外活動（宿泊を伴う校外活動を含む） 

⑦ その他注意事項 

様式５表 

㊙ 
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過去の 

発作事例

と症状 

年  月（  才）頃、原因食品（    ）、食後（  ）分、ショック症状（有・無） 

年  月（  才）頃、原因食品（    ）、食後（  ）分、ショック症状（有・無） 

年  月（  才）頃、原因食品（    ）、食後（  ）分、ショック症状（有・無） 

 

発
作
時
の
対
応
（
養
護
教
諭
と
要
相
談
） 

発作時の対応手順  

治 

療 

薬 

内服薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                      ） 

吸入薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

外用薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

エピペン® 

薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

食事と運動の関係（ 有 ・ 無 ） 

有の時の留意点  

学
校
生
活
上
の
留
意
点 

学校給食（当番、白衣等）  

食品を扱う授業・活動  

運動（体育・部活動等）  

遠足・職場体験等  

校外活動（宿泊を含む）  

その他の配慮・管理事項  

学
校
給
食
の
対
応 

面談時、確認した内容 

詳細な献立表の連絡方

法 

 

無配膳対応の対象となる

アレルゲン 

 

除去食提供対応の対象

となるアレルゲン 

 

弁当持参の有無と保管

方法 

 

食物アレルギー対応用予

定献立表の連絡方法 

 

献立変更時の連絡方法  

その他  

保護者の要望等  

様式５裏 
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個別の取組プラン（案・決定） 

 

取組プラン案作成日     年   月  日 

取組プラン決定日     年   月  日 

保護者説明・協議日     年   月  日 

 食物アレルギー対応の実施にあたり、下記１～３について同意します。 

 

                       保護者氏名              ㊞ 

１「個別の取組プラン」【様式６】「緊急時個別対応マニュアル」【様式７】の内容に基づいて学校

での対応を行うこと。 

２ 学校における日常の取組及び緊急時の対応に活用するため、「個別の取組プラン」及び「緊急 

時個別対応マニュアル」の内容を全ての教職員で共有すること。 

３ 他の児童生徒の理解と協力を得るために、食物アレルギー対応の内容を学級で説明すること。 

年    組     番 性  別 男・ 女 

ふ り が な 

児童生徒

氏名 

 

保護者氏名  
生年 

月日 
年   月   日（      歳） 

自

宅 

電話 

番号 
 自宅以外の 

緊急 

連絡先 

①（携帯・勤務先・その他）                （続柄      ） 

※ 連絡先の名称等： 

FAX 

番号 

 
②（携帯・勤務先・その他）                （続柄      ） 

※ 連絡先の名称等： 

保護者 

住所 
〒 

主 治 医 
医療機関名（                     ） 主治医名（                  ） 

電話番号  
 

ギ
ー
病
型 

食
物
ア
レ
ル 

即時型                有 ・ 無 原因食品： 

口腔アレルギー症候群         有 ・ 無 原因食品： 

食物依存性運動誘発アナフィラキシー  有 ・ 無 原因食品： 

シ
ー
病
型
既
往

ア
ナ
フ
ィ
ラ
キ 

食物によるアナフィラキシー 有 ・ 無 原因食品： 

食物依存性運動誘発アナフィラキシー  有 ・ 無 原因食品： 

その他 有 ・ 無 原  因： 

 

原 因 食 品

と 具 体 的

な症状、処

置や対応 

（ 直 近 の

ものから記

入） 

年月日 原因食品 症状 処置・対応 
アナフィラキ

シーショック 

    有・無 

    有・無 

    有・無 

    有・無 

    有・無 
   

様式６表 
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発
作
時
の
対
応 

 

発作時の対応手順  

治 

療 

薬 

内服薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                      ） 

吸入薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

外用薬 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

エピペン® 
薬名（            ）学校に携帯希望（ する ・ しない ） 

管理方法・投与方法（                       ） 

学
校
生
活
上
の
留
意
点 

対 応 内 容 

学校給食（当番、白衣等）  

食品を扱う授業・活動  

運動（体育・部活動等）  

遠足・職場体験等  

校外活動（宿泊を含む）  

その他の配慮・管理事項  

学
校
給
食
の
対
応 

 

有 

・ 

無 

対 応 内 容 

詳細な献立表の連絡方

法 

 

無配膳対応の対象とな

るアレルゲン 

 

除去食提供対応の対象

となるアレルゲン 

 

弁当持参の有無等と保

管方法 

 

食物アレルギー対応用

予定献立表の連絡方法 

 

献立変更時の連絡方法 
 

その他 
 

その他・特記事項 

＊要記入年月日 

 

様式６裏 
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  年  組 男・女 氏名       アレルゲン食品（       ） 
●緊急時薬〈保管場所                〉 

分類 薬剤名 使うべき症状 使い方 

抗ヒスタミン薬  じんましん・かゆみ・紅斑 内服 

ステロイド  症状が続くとき 内服 

気管支拡張薬  咳・ゼイゼイ・息苦しさ 内服・吸入 

●エピペン 
  あり〈保管場所                   〉・ 保護者所持 ・ 処方なし 
●連絡先 

保護

者 

℡（    ）  －    氏名             （続柄    ） 
℡（    ）  －    氏名             （続柄    ） 

医療

機関 

℡（    ）  －    病院名         （医師       ） 
℡（    ）  －    病院名         （医師       ） 

 

                    症状チェック！    時  分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   エピペン使用 
 救急車要請 

 ショック体位 
 心肺停止？→蘇生開始 

1つでもあてはまる場合 1つでもあてはまる場合 

保健室へ運ぶ(歩かせない) 

緊急時薬使用 
エピペン準備 
医療機関へ(救急車考慮) 

 保健室で経過観察 
 緊急時薬使用 
 保護者に連絡 

参考：東京都「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」 

名古屋市「アレルギー緊急時対応マニュアル」 

□ ぐったり 

□ 意識もうろう 

□ 尿や便をもらす 

□ 脈をふれにくい、不規則 

□ 唇や爪が青白い 
（  時  分） 

□  

□ 中等度のおなかの痛み 

□ １～２回のおう吐 

□ １～２回の下痢 
（  時  分） 

□  

□ のどや胸のしめつけ感 

□ 声がかすれる 

□ 犬が吠えるような咳 

□ 息がしにくい 

□ 持続する強いせき込み 

□ ぜーぜーする呼吸 
（  時  分） 

 

□ 数回の軽い咳 
 

 

（  時  分） 

□ 持続する強い（我慢でき

ない）おなかの痛み 

□ 繰り返し吐き続ける 
（  時  分） 

 

□ 軽いおなかの痛み 

（我慢できる） 

□ 吐き気 
（  時  分） 

□  

□ 顔全体の腫れ 

□ まぶたの腫れ 

 
（  時  分） 

 

□ 目のかゆみ・充血 

□ 口の中の違和感・腫れ 

□ くしゃみ･鼻水･鼻づまり 
（  時  分） 

□  

□ 強いかゆみ 

□ 全身に広がるじんましん 

□ 全身が真っ赤 
（  時  分） 

□ 軽度のかゆみ 

□ 数個のじんましん 

□ 部分的な赤み 
（  時  分） 

□  

全
身 

呼
吸
器 

消
化
器 

顔 

皮
膚 

 

 

上記の症状が 

1つでもあてはまる場合 

①体温     ℃ 

②脈     回/分(不正 有・無) 

③呼吸数   回/分 

④血圧 最高    /      最低 

緊急時個別対応マニュアル 
  ） 

 

児童生徒の 

顔写真 

様式７ 
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第     号  

  年  月  日  

 

教育委員会 様 

 

津島市立   学校長 印  

 

 

学校における食物アレルギー対応について（申請） 

 本校の児童生徒の保護者より、食物アレルギー対応の申請があり、対応委員会を開催しました。  

つきましては、下記のとおり申請します。 

記 

 

学校における食物アレルギー対応の種類 成分表・除去食・エピペン保持 

ふりがな 

児童生徒氏名 

（生年月日） 

 

（    年  月  日） 

性別 男・女 

保護者名 
 

現住所 

（電話番号） 
 

（電話          ） 

学級担任名 年   組    担任名 

開始月 年   月から（ 開始 ・ 変更 ・ 中止 ） 

食物アレルギー症

状の詳細 

別紙個別の取組プラン（案・決定）のとおり 

保護者との面談及

び対応委員会の検

討内容 

学校での対応内容 

〔添付書類〕 

  食物アレルギー対応申請書（新規・継続）（様式２－１） 

        〃     （変更・中止）（様式２－２） 

  学校生活管理指導表（アレルギー疾患用） 

  食物アレルギーの経過及び対応状況申告書（様式３） 

  家庭における除去申告書（保護者記入用）（様式４） 

  個別の取組プラン（決定）（様式６） 

  緊急時個別対応マニュアル（様式７） 

 ※中止の申請時は、様式２－２と様式３のみ添付。 

 様式８  
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津教学第    号  

  年  月  日  

 

（宛先）   学校長 

 

津島市教育委員会 印   

 

食物アレルギー対応実施について（通知） 

 

 

     年  月  日付けの申請のあった食物アレルギー対応について、承認 

しましたのでお知らせします。 

    なお、承認した児童・生徒の保護者へ別紙によりご通知ください。 

 

 

 

 

 

（取扱担当 津島市教育委員会 学校教育課 学校給食グループ 

                           電話２６－２６２０） 

  

様式９－１  
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津教学第    号  

年  月  日  

 

          様 

 

津島市教育委員会 印 

 

食物アレルギー対応実施について（通知） 

（新規・継続・変更・中止） 

 

    年  月  日付けで申請のありました食物アレルギー対応実施について、 

次のとおり決定しました。 

 

学校における食物アレルギーの対応種類 成分表 ・ 除去食 ・ エピペン保持 

実施対象児童 

または生徒 

学校名  学年組 年  組 

氏 名  

事業開始月 年   月から 

学校生活での対応内容 

 

 

 

 

 

 

 

（取扱担当 津島市教育委員会 学校教育課 学校給食グループ 

                       電話２６－２６２０） 

 

 

様式９－２  
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食物アレルギー対応におけるヒヤリハット報告書  

 

                 殿 

  年  月  日  時  分現在   

 
学校名 

（調理場名） 
 

 
校長名 

（場長名） 
 

 

作 成 者 

職 ・ 氏 名 
 連絡先 ―   ― 

ヒヤリハット

事例報告者 

職

名 
 

氏

名 
 

発 生 日 時  

発 生 場 所  

内 容 

 

※必要に応じ

て 別 紙 提 出 

 

再 発 防 止 

対 応 策 

 

※必要に応じ

て 別 紙 提 出 

 

そ の 他 

参 考 事 項 
 

【報告を要するヒヤリハットの内容】 

  ① 児童生徒の健康に被害があるおそれがあった場合 

  ② 類似事例が多く発生することが考えられる場合 

  ③ 事故防止を受けた今後の対応が、他校・他施設と共有したいものである場合  

様式 10 
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食物アレルギー対応を行う児童・生徒一覧表 

 

№ 学校名 
学

年 
組 氏 名 アレルゲン 対 応 

備

考 

1        

2        

3        

4        

5        

6        

7        

8        

9        

10        

11        

12        

13        

14        

15        

※対応に苦慮している等、市の検討委員会で特に検討を希望したいケースについては、備考欄に○

様式 11 
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6
5
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6
6
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津島市学校給食費(牛乳代金減額)の取扱いについて 

 

   学校給食費のうち牛乳減額については、「津島市学校給食費取り扱い要領」の [７給食費の

減額]下記による事項で定める。 

記 

７ 給食費の減額 

  園児、児童、生徒（以下「対象者」という）は、食物アレルギー等の症状により牛乳の飲用ができない場合

には、給食費のうち牛乳代金に相当する額を減額することができる。 

（１）減額の申請 

減額対象者の保護者は、「食物アレルギー等による牛乳代金減額申請書」（様式Ｅ）を所属する学校長に提

出するものとする。学校長は、その申請書に学校名と校長印を付し市教育委員会に提出する。 

（２）減額の承認 

市教育委員会は、申請書を速やかに審査し、減額が適当であると認めたときは、学校長に「食物アレルギ

ー等による牛乳代金減額承認について」（様式Ｆ-１）を通知し、「食物アレルギー等による牛乳代金減額承認

について」（様式Ｆ-２）により、保護者に通知する。 

（３）減額の適用 

減額は、承認した日の属する月の翌月分から適用する。 

減額承認の有効期限は、一度の申請で当該校在学中（市内転校の場合は継続。）最終学年まで有効とする。 

ただし、小学校在学中に減額承認を受けた対象者には、小学校６年生の在籍する時点において、入学する

市内中学校でも減額の有無を「牛乳飲用確認票」（様式Ｇ）により対象者の保護者に確認する。 

（４）進級による減額調査 

   対象者が在籍する学校は、市教育委員会より進級に伴う学年調査を「牛乳アレルギー等減額対象者名簿」

（様式Ｈ）により確認をする。 

   学校長は、「食物アレルギー等による牛乳代金減額対象者名簿」（様式Ｈ）に来年度の在籍クラスを記入し

、市教育委員会へ提出する。 

（５）取消申請 

減額対象者の保護者は、減額承認後に牛乳を飲用できるようになった場合は、「食物アレルギー等による牛

乳代金減額取消申請書」(様式Ｉ)を所属する学校長を通じ、教育長に提出する。 

牛乳の飲用は、申請のあった翌月からとする。 
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牛乳代金減額による様式集 

 

・食物アレルギー等による牛乳代金減額申請書（様式Ｅ）・・・・・・・・・ 69 

 

・食物アレルギー等による牛乳代金減額承認について（様式Ｆ－１）・・・・ 70 

                         （様式Ｆ－２）・・・・ 71 

 

・牛乳飲用確認票（様式Ｇ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 72 

 

・食物アレルギー等による牛乳代金減額対象者名簿（様式Ｈ）・・・・・・・ 73 
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   年  月  日  

 

津島市教育委員会教育長 様 

 

                   学校名               

 

                   保護者氏名           印 

 

食物アレルギー等による牛乳代金減額申請書 

 

 下記の理由により牛乳の飲用ができませんので、牛乳代金の減額を申請します。 

 なお、飲用を再開するときは、速やかに申請します。 

 

学 年 組 氏   名 

   

 

 

病院・主治医等名                            

 

理由                                  

 

                                     

 

                                     

 

                                     

 

                                     

 

 上記について、牛乳飲用をしないのが適当であると認めます。 

 

 

            学校   

 

          学校長  印 

 

様式Ｅ 
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様式Ｆ－１ 

津教学第    号 

年  月  日  

 

       学校長 

 

津島市教育委員会  

 

食物アレルギー等による牛乳代金減額の承認について 

（ 新規 ・ 中止 ） 

 

    年 月 日付けの申請については、承認しましたのでお知らせします。 

なお、承認した生徒の保護者への通知を別紙によりお願いします。 

 

 

 

 

 

（取扱担当 津島市教育委員会 学校教育課 学校給食グループ 

              神守学校給食調理場 電話 ２６－２６２０） 
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様式Ｆ－２ 

津教学第    号  

  年  月  日  

 

        様 

 

                          津島市教育委員会 

 

食物アレルギー等による牛乳代金減額の承認について 

             （ 新規 ・ 中止 ） 

 

    年 月 日付け、申請のありました食物アレルギー等による牛乳代金減額につ

いて、下記のとおり承認します。 

  

記 

 

学年 クラス 氏   名 

 
  

 

 

 ○適用開始月    年  月分から  

 

 ○減額する額   有り   円/１回 

          無し 

 

 

 

 

 

（取扱担当 津島市教育委員会 学校教育課 学校給食グループ 

              神守学校給食調理場 電話 ２６－２６２０） 
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様式Ｇ 

  

年  月  日  

 

津島市教育委員会教育長 様 

 

在学小学校名          

児 童 氏 名          

保護者 氏 名          

 

牛乳飲用確認票 

 

来年度、中学校に進学するにあたり、進学後の牛乳飲用について下記のとおり回答

します。 

記 

１ 中学校に進学後、牛乳はどうしますか。（該当する項目に○を付けてください。） 

 

  ・小学校と同様、牛乳は飲用しません。 

 

  ・牛乳の飲用を始めます。 

 

２ 進学する中学校はどちらの中学校ですか。（該当する項目に○を付けてください。） 

 

  ・津島市立（ 天王 ・ 藤浪 ・ 神守 ・ 暁 ）中学校の予定 

 

  ・津島市立の中学校以外の予定 

 

 

 

 ※ 提 出 先   在学中の小学校 

提出期限      年  月  日（ ） 
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様式Ｈ 

年  月  日 

 

津島市教育委員会教育長 様 

  

 

学校名            

 

 

食物アレルギー等による牛乳代金減額対象者名簿 

 

 氏    名 減額開始年月 現年度在籍クラス 来年度在籍クラス 

1   年   組 年   組 

２   年   組 年   組 

３   年   組 年   組 

４   年   組 年   組 

５   年   組 年   組 

６   年   組 年   組 

７   年   組 年   組 

 

※  来年度在籍クラスを記入して、 

    年   月   日（  ）AM   ：   までにＦＡＸくださいますようお願いします。 

 

 

 

 

 

（取扱担当 津島市教育委員会 学校教育課 学校給食グループ 

     暁学校給食調理場 電話２６－２８００ ＦＡＸ２６－２８１８） 
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様式Ｉ 

   年  月  日 

 

津島市教育委員会教育長 様 

 

学 校 名             

 

保護者氏名          印  

 

 

食物アレルギー等による牛乳代金減額取消申請書 

 

下記の理由により牛乳を飲用できるようになりましたので、牛乳代金減額の取消し申

請をします。 

            

 

 

 

 

 

 

 理由 

 

 

 

 

 

 

 

○ 取消適用開始    年   月分から  

 

上記について、牛乳飲用を開始するのが適当であると認めます。 

 

 

                                学校   

 

          学校長  印 

 

 

学 年  組 氏 名 
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